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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

売上高 (千円) ― ― 4,576,6888,881,21410,564,767

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) ― ― △106,701133,504 35,091

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) ― ― △119,516117,566△41,480

包括利益 (千円) ― ― ― ― △41,488

純資産額 (千円) ― ― 422,793552,935541,327

総資産額 (千円) ― ― 1,533,1342,456,0872,576,785

１株当たり純資産額 (円) ― ― 23.47 30.70 28.06

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) ― ― △8.82 6.52 △2.29

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 6.47 ―

自己資本比率 (％) ― ― 27.6 22.0 19.7

自己資本利益率 (％) ― ― △26.8 21.7 △7.9

株価収益率 (倍) ― ― ― 22.5 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 220,473316,985 51,974

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △80,688△20,616△218,578

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △122,242△171,154223,635

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) ― ― 358,813484,028541,059

従業員数 (名) ― ― 121 175 184

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第13期及び第15期は１株当たり当期純損失を計上している

ため記載しておりません。

３　第13期及び第15期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

４　第11期及び第12期については連結財務諸表を作成していないため、第11期及び第12期に係る主要な経営指標等

の推移については、記載しておりません。

５　当社は、第13期に、株式会社インタースパイアを吸収合併し、同社の子会社であった株式会社インターライドを

連結子会社としたため、第13期より連結財務諸表を作成しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

売上高 (千円) 1,462,1751,639,3414,228,3287,545,5939,074,065

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △194,812△2,160△107,064141,394 △980

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △242,084△91,905△149,433102,524△42,479

持分法を適用した場合の
投資損益

(千円) △34,685△33,402 ─ ─ ―

資本金 (千円) 948,1451,014,1451,308,6281,308,6281,308,628

発行済株式総数 (株) 4,486,6005,586,60018,628,83018,628,83018,628,830

純資産額 (千円) 429,072467,894422,793537,893525,285

総資産額 (千円) 918,378748,5431,418,4481,991,5752,150,581

１株当たり純資産額 (円) 97.10 84.78 23.47 29.86 27.17

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) △54.79 △20.19 △10.75 5.69 △2.35

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 5.64 ―

自己資本比率 (％) 46.7 62.5 29.8 26.3 22.9

自己資本利益率 (％) △44.0 △20.5 △33.6 19.5 △8.3

株価収益率 (倍) ― ─ ─ 25.8 ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △273,863 9,319 ― ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △48,675 13,638 ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △168,883△115,862 ― ― ―

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 421,302328,398 ─ ─ ―

従業員数 (名) 85 83 104 98 102

　 (注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。
２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第11期、第12期、第13期及び第15期は１株当たり当期純損失
を計上しているため記載しておりません。

３　第11期、第12期、第13期及び第15期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりませ
ん。

４　持分法を適用した場合の投資損益については、第13期以降、持分法の対象となる関連会社は存在しないため、記
載しておりません。

５　キャッシュ・フロー計算書は第11期及び第12期についてのみ作成しているため、第13期以降の営業活動による
キャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び
現金同等物の期末残高については記載しておりません。
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２ 【沿革】

　

年月 概要

平成９年10月

 

インターネットマーケティングへの参画を目指し、京都府長岡京市に有限会社エルゴ・ブレインズを

設立。

平成10年10月 資本金を10百万円に増資し、株式会社エルゴ・ブレインズに組織変更。

平成10年11月

 

本社機能を大阪市北区紅梅町に移転。

中小企業創造的活動促進法の認定を京都府より受ける。

平成11年１月 ドリームメール会員募集開始。

平成11年４月 ダイレクトＥメール「ドリームメール」配信開始。

平成12年１月 東京オフィスを東京都港区に開設。

平成12年５月 本社機能を大阪市北区太融寺町に移転。

平成12年６月 新事業創出促進法の認定を通産省より受ける。

平成12年７月 会員コミュニティサイト「ドリームシティ」開設。

平成13年７月 インターネットリサーチサービス「ターゲットリサーチ」のサービス開始。

平成13年９月 東京オフィスを東京都千代田区に移転。

平成14年２月

 

大阪証券取引所ナスダック・ジャパン(現大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）)に株式を

上場。

平成14年10月 本社を大阪市北区堂島に移転。

平成15年10月 Ｅコマース事業(ドリームカタログ)開始。

平成16年２月 東京オフィスを東京都港区に移転。

平成16年７月 デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社との資本・業務提携を実施。

平成19年４月 本店所在地を東京都港区赤坂に変更。

平成19年５月 大阪オフィスを大阪市北区松ヶ枝町に移転。

平成20年12月 株式会社インタースパイアとの吸収合併契約を締結。

平成21年２月 本店所在地を東京都港区南青山に変更。

平成21年５月 株式会社インタースパイアを吸収合併し、株式会社スパイアに商号を変更。

平成22年３月 株式会社インターナショナルスポーツマーケティングの株式取得（100％子会社化）。

平成22年７月 Eコマース事業の内、「ドリームカタログ」を撤退。

　 「セカイカメラ」を運営する頓智ドット株式会社と資本・業務提携を実施。

平成22年11月 iPhone向けゲームアプリ「TAP10」の提供を開始。

平成23年７月 スマートフォンアドネットワーク「adPapri」の提供を開始。

平成23年10月 本店所在地を東京都渋谷区に変更。

平成23年12月 iPhone向け音楽プレイヤーアプリ「Discodeer」の提供を開始。
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、株式会社スパイア(当社)、連結子会社３社、親会社２社により構成されております。当

社グループは、モバイル広告事業、メディア事業を主な事業として展開しております。

親会社、子会社及び関連会社の状況は下記のとおりであります。

(1) 当社の関係会社及び継続的で緊密な事業上の関係がある関連当事者の事業内容

　

名称 事業内容 出資比率 区分

㈱スパイア モバイル広告事業、メディア事業 ― 当社

㈱博報堂DYホールディングス 持株会社 ― 親会社

デジタル・アドバタイジング・コ
ンソーシアム㈱

インターネット広告業 ― 親会社

㈱インターライド モバイル広告事業 100.0% 連結子会社

㈱インターナショナルスポーツ
マーケティング

メディア事業 100.0% 連結子会社

　

(2) 事業内容

当社グループの事業における位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、

セグメントと同一の区分であります。

　①モバイル広告事業

モバイル広告事業には、モバイルメディアレップとモバイル広告代理が属しております。

　モバイルメディアレップにおいては、広告代理店に対して、広告主の目的に応じたモバイルメディ

アの提案、広告枠の販売を行っております。

　モバイル広告代理においては、広告主に対して、モバイルサイトサイト制作、広告掲載、広告効果検

証等のモバイルマーケティング関連ソリューションを提供しております。

　②メディア事業

メディア事業には、メール広告、インターネットリサーチ、スマートフォン向けアプリ開発、連結子

会社である株式会社インターナショナルスポーツマーケティングが営むスポーツマーケティング等

が属しております。

　メール広告においては、登録会員に対して企業広告等をＥメールにより配信するメール広告を提供

しております。

　インターネットリサーチにおいては、登録会員のデータベースを利用して、インターネットリサー

チサービスを提供しております。

　スマートフォン向けアプリ開発においては、iOS及びAndroid向けの多様なアプリケーションの開発

を推進しております。

　スポーツマーケティングは、スポーツに特化したニュース提供、コンテンツ企画・運営、イベント運

営、インターネット関連事業等を行っております。
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(3) 事業系統図

当社グループの事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】　

　

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
被所有割合

関係内容所有
割合
(％)

被所有
割合
(％)

(親会社) 　 　 　 　 　 　

㈱博報堂ＤＹホールディン
グス
(注)２、３

東京都港区 10,000,000 持株会社 ―
54.9
(54.9)

―

デジタル・アドバタイジ
ング・コンソーシアム㈱
(注)２、３

東京都渋谷区 4,031,837
インターネット広
告業

―
54.9
(9.2)

役員の兼任２名

営業取引

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

㈱インターライド
(注)１、４、５

東京都渋谷区 12,500
モバイル広告
事業

100.0―
役員の兼任３名

営業取引

㈱インターナショナルス
ポーツマーケティング　　　
(注)１、４

東京都港区 260,000メディア事業 100.0―
役員の兼任２名

営業取引

その他１社 ― ― ― ― ― ―

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　有価証券報告書の提出会社であります。

３　議決権の被所有割合の（）内は、間接所有割合で内数となっております。

４　特定子会社であります。

５　㈱インターライドについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等 ①　売上高 2,822,715千円

　 ②　経常利益 45,354千円

　 ③　当期純利益 44,003千円

　 ④　純資産額 11,675千円

　 ⑤　総資産額 410,125千円

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

  7/132



　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成23年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

モバイル広告事業 62

メディア事業 97

全社（共通） 25

合計 184

(注) １　従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除く就業人員数であります。

２　全社（共通）は、情報・管理部門の従業員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成23年12月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

102 31.4 4.0 4,890

　

セグメントの名称 従業員数(名)

モバイル広告事業 33

メディア事業 47

全社（共通） 22

合計 102

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除く就業人員数であります。

２　当社は年俸制を採用しているため、平均年間給与には賞与及び基準外賃金は含まれておりません。

３　全社（共通）は、情報・管理部門の従業員であります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災やタイの洪水といった自然災害の影響による企

業の生産活動の停滞や、欧州を発端とした財政・金融危機による急激な円高などの通貨不安に伴い、景気

の先行きの不透明感が強まっております。

　一方、当社が属するインターネット広告市場は、ソーシャルメディアを活用した新しい広告手法が登場

したこともあり、㈱電通発表の「日本の広告費」によりますと、平成23年における日本の総広告費は前年

比97.7％と４年連続で減少するなか、前年比104.1％の市場成長となりました。そのなか、モバイル広告市

場は、スマートフォン向け広告が拡大する反面、従来からのフィーチャーフォン向け広告が減少したこと

もあり、市場全体としては前年をやや超える規模に留まっている状況にあります。

こうした環境のもと当社グループは、モバイル広告事業の売上拡大とメディア事業の収益力強化に加

え、中長期的な成長持続に向けて、スマートフォン関連事業への取組み及び今後の事業拡大に備えたイン

フラ強化に取り組んでまいりました。

これらの結果、当連結会計年度の売上高は10,564,767千円（前年同期比19.0％増）、営業利益は43,378

千円（前年同期比68.9％減）、経常利益は35,091千円（前年同期比73.7％減）となりましたが、本社移転

に伴う減損損失57,360千円を計上した影響等により、当期純損失41,480千円（前年同期は117,566千円の

利益）となりました。

　
セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①モバイル広告事業

モバイル広告事業には、モバイル広告媒体を専門に仕入れ、広告会社へ販売するモバイルメディアレッ

プと、モバイル広告における企画やソリューションを広告主に提供するモバイル広告代理が属しており

ます。

モバイル広告事業におきましては、大手媒体の拡販に積極的に取り組んだこと等により、売上高は

9,225,957千円（前年同期比27.6％増）、セグメント利益は302,299千円（前年同期比1.1％減）となりま

した。 

　

②メディア事業

メディア事業には、オプトインメール「DEmail」等が属するメール広告、インターネットリサーチであ

る「ターゲットリサーチ」、スマートフォン向けアプリ開発、連結子会社である㈱インターナショナルス

ポーツマーケティングが営むスポーツマーケティング等が属しております。

メール広告におきましては、ウェブサイトの収益化に積極的に取り組みましたが、震災等の影響により

前年比で減収となりました。インターネットリサーチにおきましては、顧客・案件の多様化に取り組みま

した。スマートフォン向けアプリ開発におきましては、iOS及びAndroid向けの有料・無料アプリを多数リ

リースしました。スポーツマーケティングにおきましては、自社メディアの強化に積極的に取り組みまし

た。

　これらの結果、メディア事業の売上高は1,338,810千円（前年同期比18.9％減）、セグメント利益は

46,703千円（前年同期比81.5％減）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比べ

57,031千円増加し、541,059千円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と

それらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は51,974千円（前年同期は316,985千円の獲得）となりました。これは

主に税金等調整前当期純損失35,684千円及び仕入債務の減少による95,721千円の支出を、減損損失

57,360千円、減価償却費46,396千円、投資有価証券評価損24,567千円、株式報酬費用20,555千円により

カバーしたことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は218,578千円（前年同期は20,616千円の使用）となりました。これは

主にオフィス移転に伴う有形固定資産の取得及び差入保証金の差入並びに無形固定資産の取得による

ものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は223,635千円（前年同期は171,154千円の使用）となりました。これ

は新規借入を行ったことによるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループでは、当連結会計年度において生産に該当する事項はありません。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

モバイル広告事業 9,200,922 32.8 36,591 △40.9

メディア事業 1,326,190 △21.9 60,669 △16.9

合計 10,527,112 22.0 97,260 △27.9

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３  受注残高は、広告主から申込書を受け入れており、いまだ役務を提供していないものの金額を記載しておりま

す。

　
(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

モバイル広告事業 9,225,957 27.6

メディア事業 1,338,810 △18.9

合計 10,564,767 19.0

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

デジタル・アドバタイジング
・コンソーシアム㈱

4,175,954 47.0 3,715,451 35.2

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、以下の点を主な経営課題として認識しております。

(1)　スマートフォン関連事業の収益性の向上

当社グループは、成長性の高いスマートフォン関連領域において積極的な投資を継続し、収益性の高

いメディア事業におけるスマートフォン関連商品を早期に立ち上げることで、スマートフォン関連事

業の収益性の向上に取り組んでまいります。

(2)　事業環境の変化への対応

当社グループの事業を取り巻く市場環境や顧客の状況は常に変化を続けており、今後はさらに変化

の激しい事業環境になることが想定されます。そのため、既存の事業モデルに捉われることなく、市場

の動向を見極めた事業展開を図ってまいります。

(3)　優秀な人材の確保・育成

当社グループの属するインターネット市場は目まぐるしい変化と成長を続けており、今後のさらな

る成長のためには、優秀な人材の確保と育成が必要不可欠であります。そのため、新卒者の採用活動に

力を入れて優秀な若手社員を確保するとともに、育成研修の強化や各種人事施策の実施により早期成

長を促し、若手社員を積極的に登用することで、組織全体の強化を図ってまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

　 以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主

な事項を記載しております。また、必ずしもリスク要因に該当しない事項についても、投資者の投資判断

上重要であると考えられる事項については、積極的に開示しております。

　なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の

対応に努める方針であります。

(1) 国内外の政治・経済の状況、各種規制等

当社の業績は、国内外の経済状況によって影響を受ける可能性があります。たとえば、クライアント

の広告費支出の水準は景気変動に敏感に反応いたしますので、当社のサービスに対する需要もその影

響を受けて変動いたします。また、現在のところ、当社の事業に関して、事業継続に著しく重要な影響を

及ぼす法規則はありませんが、今後の法整備の結果次第では何らかの規則を受ける可能性があります。

(2) 急激な技術変化等による情報インフラの変動

当社の事業は、インターネットをはじめとする情報通信分野の技術を前提としておりますが、この分

野における技術の進展はめまぐるしく、将来の動向を完全に予見できない状態にあります。その動向に

的確に対応することによって、当社は事業機会を拡大してまいりたいと考えております。しかし、技術

の変化によって当社事業と競合する新たな代替商品が出現したり、大幅な設備投資が必要になる場合

には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

(3) 事業環境の急激な変化

当社の事業は、インターネット広告市場を主たる事業領域としておりますが、スマートフォンの急速

な普及など、インターネットを表示するデバイスの技術進化や多様化により、事業環境に大きな変化が

起こる可能性があります。当社のサービスも事業環境の変化に機動的な対応を図ってまいりますが、事

業環境の変化が当社の想定を大きく上回る場合には、当社の業績に大きな影響を与える可能性があり

ます。

(4) 当社グループが他社と提携・協業して推進する事業の動向

当社は、積極的に他社と提携・協業を行ってまいりたいと考えております。それにより事業展開のス
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ピードアップを図ってまいりますが、他方で提携・協業して推進する事業が、当初の予想通りに推移し

ない場合には、当社の業績に大きな影響を与える可能性があります。

(5) 新規事業の成否

当社は、持続的成長を目指すため、今後も新規事業に積極的に取り組んでまいります。新規に事業を

立ち上げる際、必要に応じて人材採用、設備投資、開発費等の追加的な支出を行う可能性があります。ま

た、当該新規事業が安定収益を生むまでに時間を要した場合、及び当社の想定通りに事業が推移しない

場合には、当社の業績に大きな影響を与える可能性があります。

(6) 外的要因（被災等を含む）により業務が支障をきたすリスク

天災地変、その他当社の責に帰さない事由や設備事故等の現時点では合理的に予測できない事由が

発生した場合には、当社の事業遂行が影響を受けることとなります。事業活動が停止したり、制約を受

けたりする場合には、当社の業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(7) 情報漏洩にかかるリスク

当社では、「ドリームメール会員」登録などを通して獲得した個人情報を保有しております。当社

は、これらの個人情報の管理に関して、プライバシーポリシーを有しており、その遵守に努めておりま

す。さらに、プライバシーマーク認定を取得するなど、個人情報の管理に関して水準の維持・向上につ

ながる取り組みを行っております。しかしながら、何らかの事故等によりこれらの情報が外部に漏洩し

た場合、損害賠償請求や信用下落等によって、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当連結会計年度において、経営上の重要な契約等に該当する事項はありません。

　
６ 【研究開発活動】

当連結会計年度において、研究開発活動について特記すべき事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態

　①資産の部

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度に比べ120,698千円増加し、2,576,785千円（前

年同期比4.9％増）となりました。

　流動資産は、2,155,450千円となりました。主な内訳は、現金及び預金541,059千円、受取手形及び売掛

金1,573,804千円等であります。

固定資産は、421,335千円となりました。主な内訳は、有形固定資産100,575千円、無形固定資産

116,687千円、投資有価証券37,139千円及び差入保証金166,931千円等であります。

  ②負債の部

当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度に比べ132,306千円増加し、2,035,458千円（前年

同期比7.0％増）となりました。

　流動負債は、1,795,769千円となりました。主な内訳は、買掛金1,403,051千円、短期借入金97,000千円、

１年内返済予定の長期借入金135,628千円及び未払金68,286千円等であります。

　固定負債は、239,688千円となりました。主な内訳は、長期借入金193,305千円及びポイント引当金

40,971千円等であります。

　③純資産の部

当連結会計年度末における純資産合計は、前連結会計年度に比べ11,607千円減少し、541,327千円

（前年同期比2.1％減）となりました。

　主な内訳は、資本金1,308,628千円、資本剰余金877,142千円等であります。

(2) 経営成績

① 売上の状況

当連結会計年度における売上高は、前連結会計年度に比べ、1,683,553千円増加し、10,564,767千円

(前年同期比19.0％増)となりました。主な要因としては、モバイル広告事業の売上が拡大したことによ

るものであります。

② 営業利益の状況

当連結会計年度における営業利益は43,378千円(前年同期比68.9％減)となりました。主な要因とし

ては、スマートフォン関連事業への取組み強化に伴うコスト増によるものであります。

③ 経常利益の状況

当連結会計年度における経常利益は35,091千円（前年同期比73.7％減）となりました。当連結会計

年度の営業外損益の主な内容は、支払利息等であります。

④ 当期純利益

当連結会計年度における当期純損失は41,480千円（前年同期は117,566千円の利益）となりました。

当連結会計年度の特別損益の主な内容は、オフィス移転に伴う減損損失及び投資有価証券評価損等で

あります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比べ

57,031千円増加し、541,059千円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と

それらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は51,974千円（前年同期は316,985千円の獲得）となりました。これ

は主に税金等調整前当期純損失35,684千円及び仕入債務の減少による95,721千円の支出を、減損損

失57,360千円、減価償却費46,396千円、投資有価証券評価損24,567千円、株式報酬費用20,555千円に

よりカバーしたことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は218,578千円（前年同期は20,616千円の使用）となりました。これ

は主にオフィス移転に伴う差入保証金の差入及び無形固定資産の取得によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は223,635千円（前年同期は171,154千円の使用）となりました。こ

れは新規借入を行ったことによるものであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資総額は182,700千円であり、その主な内容は以下のとおりであります。

①　モバイル広告事業

ソフトウェア等の購入　　　　　　　　　　　　　　23,083千円

②　メディア事業

ソフトウェア等の購入　　　　　　　　　　　　　　57,818千円　　

③　全社共通

オフィス移転関連の内装工事・什器備品等の購入　　88,078千円

その他設備機器関連の購入　　　　　　　　　　　　13,720千円

　
２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社
平成23年12月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(名)建物

工具、器具及
び備品

ソフト
ウェア

合計

東京オフィス
(東京都渋谷区)

全社
モバイル広告事業
メディア事業

サーバ設備
事務所内装設備
事務用パソコン

51,99626,53430,966109,49888

大阪オフィス
(大阪市北区)

全社
メディア事業

配信設備
サーバ設備
事務所内装設備
事務用パソコン

4,041 6,258 33 10,33314

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 国内子会社

平成23年12月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(名)建物

工具、器具
及び備品

ソフト
ウェア

合計

株式会社
インターライド

本社
(東京都
渋谷区)

モバイル
広告事業

事務所内装設備
事務用パソコン

― 2,889 8,18011,06929

株式会社
インターナショナ
ルスポーツマーケ
ティング

本社　　　(東
京都
港区)

メディア
事業

サーバ設備　　　事
務所内装設備　事
務用パソコン

7,055 1,79850,73059,58453

　
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 74,000,000

計 74,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年３月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,628,83018,628,830
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株であります。

計 18,628,83018,628,830― ―

(注)  提出日現在の発行数には、平成24年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使(旧商法に

基づき発行された新株引受権の権利行使を含む。)により発行された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権(ストック・オプショ

ン)に関する事項は、次のとおりであります。
　

定時株主総会の決議日(平成18年３月24日)

　
事業年度末現在
(平成23年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成24年２月29日)

新株予約権の数(個)     420　(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)     　42,000 (注)１、３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)     708  (注)４ 同左

新株予約権の行使期間
平成22年１月１日から
平成26年12月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格      708
資本組入額    354

同左

新株予約権の行使の条件  (注)２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取
締役会の承認を要するものとす
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

― ―

(注) １  新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、権利付与対象者の権利行使および退職等に伴い、権

利付与対象ではなくなった新株予約権の数及び株式の数を控除した残数を記載しております。

２　新株予約権の行使の条件

　①　新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は、新株予約権の行使時においても当社及び

当社子会社の取締役、監査役及び従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年による

退職の場合はこの限りではない。

　②　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところに

よる。

３  当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
　

調整後株式数  ＝  調整前株式数  ×  分割・併合の比率
　

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行う。

４  当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合 (新株予約権の行使により新株

を発行する場合を除く) は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切

り上げる。

　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１

株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。
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②　会社法に基づき発行した新株予約権（ストック・オプション）に関する事項は、次のとおりでありま

す。

定時株主総会の決議日(平成21年３月25日)

　
事業年度末現在
(平成23年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成24年２月29日)

新株予約権の数(個) 683  (注)１ 668　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)  326,474  (注)１、２ 　　319,304　(注)１、２

新株予約権の行使時の払込金額(円)  93  (注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成22年５月１日から
平成27年４月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 93
資本組入額 47

同左

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権について、譲渡、担保権
の設定、その他一切の処分をでき
ないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

(注)５ 同左

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、権利付与対象者の権利行使および退職等に伴い、権

利付与対象ではなくなった新株予約権の数及び株式の数を控除した残数を記載しております。

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するものと

する。

　　ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。
　

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率
　

また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、その他株式の数の調整を必要とする場合、当

社は合理的な範囲内で必要と認める株式の数の調整を行う。

３　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端

数はこれを切り上げるものとする。
　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
　

また、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分する場合（ただし、当社普通株式の交付と引

換えに当社に取得される証券もしくは当社に対して取得を請求できる証券、当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）及び商法等の一部を改正する法律（平成13年法

律第128号）施行前の商法に基づき付与されたストック・オプションによる新株引受権の行使ならびに転換

社債の転換の場合は除く。）は次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを

切り上げるものとする。
　

　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
　

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、その他の調整を必要とする場合、当社は合

理的な範囲内で必要と認める払込金額の調整を行う。
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４　新株予約権の行使の条件

　①　新株予約権者が、新株予約権の付与時から行使時点まで、当社又は当社が発行済株式（議決権のあるものに限

る。）又は持分の100分の50を超える数の株式（議決権のあるものに限る。）又は持分を直接又は間接に保有

する会社（以下、「当社子会社」という。）の取締役、監査役、従業員、アルバイト及び出向者（以下、この五者

を併せて「役員・社員」という。）たる地位を有していること。但し、次に掲げる者は、当社又は当社子会社の

役員・社員たる地位を失った後も、当社又は当社子会社の役員・社員たる地位を有しているものとみなす。

(ア)　当社又は当社子会社の取締役又は監査役　任期満了による退任その他これに準ずる事由により当社又は

当社子会社の役員・社員たる地位を失った者

(イ)　当社又は当社子会社の従業員及びアルバイト　当社の取締役会において正当な理由があると認めた者

(ウ)　当社又は当社子会社の出向者　出向者たる地位を失った原因が当該出向者にある場合を除き出向元企業

の従業員であることその他当社の取締役会において正当な理由があると認めた者

　②　その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

　

５　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　　　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を

総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前において

残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新

株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。また、この場合において、当社の残存新株予約

権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象

会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に

おいて定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数　　

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)２に準じて決定する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

(注)３で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に上記③に従って決定される当該新

株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使の条件　

(注)４に準じて決定する。　

⑦　再編対象会社による新株予約権の取得事由及び条件

本新株予約権に準じて決定する。　　　

⑧　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項　　

本新株予約権に準じて決定する。　

⑨　新株予約権の譲渡制限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。
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定時株主総会の決議日（平成21年３月25日）

　
事業年度末現在
(平成23年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成24年２月29日)

新株予約権の数(個) 　84  (注)１ 　81  (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)   40,152  (注)１、２  38,718  (注)１、２

新株予約権の行使時の払込金額(円)  116  (注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成23年１月１日から
平成28年12月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 116
資本組入額 58

同左

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権について、譲渡、担保権
の設定、その他一切の処分をできな
いものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

(注)５ 同左

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、権利付与対象者の権利行使および退職等に伴い、権

利付与対象ではなくなった新株予約権の数及び株式の数を控除した残数を記載しております。

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するものと

する。

　　ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。
　

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率
　

また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、その他株式の数の調整を必要とする場合、当

社は合理的な範囲内で必要と認める株式の数の調整を行う。

３　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端

数はこれを切り上げるものとする。
　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
　

また、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分する場合（ただし、当社普通株式の交付と引

換えに当社に取得される証券もしくは当社に対して取得を請求できる証券、当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）及び商法等の一部を改正する法律（平成13年法

律第128号）施行前の商法に基づき付与されたストック・オプションによる新株引受権の行使ならびに転換

社債の転換の場合は除く。）は次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを

切り上げるものとする。
　

　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
　

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、その他の調整を必要とする場合、当社は合

理的な範囲内で必要と認める払込金額の調整を行う。
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４　新株予約権の行使の条件

　①　新株予約権者が、新株予約権の付与時から行使時点まで、当社又は当社が発行済株式（議決権のあるものに限

る。）又は持分の100分の50を超える数の株式（議決権のあるものに限る。）又は持分を直接又は間接に保有

する会社（以下、「当社子会社」という。）の取締役、監査役、従業員、社外協力者（以下、この四者を併せて

「役員・社員」という。）たる地位を有していること。但し、次に掲げる者は、当社又は当社子会社の役員・社

員たる地位を失った後も、当社又は当社子会社の役員・社員たる地位を有しているものとみなす。

(ア)　当社又は当社子会社の取締役又は監査役　任期満了による退任その他これに準ずる事由により当社又は

当社子会社の役員・社員たる地位を失った者

(イ)　当社又は当社子会社の従業員、社外協力者　当社の取締役会において正当な理由があると認めた者

(ウ)　当社又は当社子会社の出向者　出向者たる地位を失った原因が当該出向者にある場合を除き出向元企業

の従業員であることその他当社の取締役会において正当な理由があると認めた者

　②　その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

５　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　　　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を

総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前において

残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新

株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。また、この場合において、当社の残存新株予約

権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象

会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に

おいて定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数　　

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)２に準じて決定する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

(注)３で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に上記③に従って決定される当該新

株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使の条件　

(注)４に準じて決定する。　

⑦　再編対象会社による新株予約権の取得事由及び条件

本新株予約権に準じて決定する。　　　

⑧　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項　　

本新株予約権に準じて決定する。　

⑨　新株予約権の譲渡制限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。
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定時株主総会の決議日(平成22年３月25日)

　
事業年度末現在
(平成23年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成24年２月29日)

新株予約権の数(個) 2,215(注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 221,500(注)１，２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　174   (注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成24年５月13日から
平成27年５月12日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 174
資本組入額 87

　

同左

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取
締役会の承認を要するものとす
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

(注)５ 同左

(注) １  新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、権利付与対象者の権利行使および退職等に伴い権

利付与対象ではなくなった新株予約権の数及び株式の数を控除した残数を記載しております。

２  当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの

とする。

　　ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。
　

　　　　　　　　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

　　また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、その他株式の数の調整を必要とする場合、当社

は合理的な範囲内で必要と認める株式の数の調整を行う。
　

３  当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端

数はこれを切り上げるものとする。
　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
　

　また、当社が時価を下回る価額で新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株予約権の行使による場合及

び旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。）は、次の算式により払込金額

を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。
　

　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
　

　上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

　さらに、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、その他の調整を必要とする場合、当社は合理

的な範囲内で必要と認める払込金額の調整を行う。

４　新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行使時においても当社及

び当社子会社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年に

よる退職の場合、その他取締役会決議をもって特に認めた場合はこの限りではない。

②　新株予約権の質入その他処分及び相続は認めない。

③　その他の条件については、本株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

 23/132



　
５　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　　　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を

総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前において

残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新

株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。また、この場合において、当社の残存新株予約

権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象

会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に

おいて定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数　　

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)２に準じて決定する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

(注)３で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に上記③に従って決定される当該新

株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使の条件　

(注)４に準じて決定する。　

⑦　再編対象会社による新株予約権の取得事由及び条件

本新株予約権に準じて決定する。　　　

⑧　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項　　

本新株予約権に準じて決定する。　

⑨　新株予約権の譲渡制限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。
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定時株主総会の決議日（平成22年３月25日）

　
事業年度末現在
(平成23年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成24年２月29日)

新株予約権の数(個) 3,690(注)１ 3,595(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 369,000(注)１、２ 359,500(注)１、２

新株予約権の行使時の払込金額(円)  174  (注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成24年５月13日から
平成27年５月12日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 174
資本組入額 87

同左

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締
役会の承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

(注)５ 同左

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、権利付与対象者の権利行使および退職等に伴い権利

付与対象ではなくなった新株予約権の数及び株式の数を控除した残数を記載しております。

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するものと

する。

　　ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。
　

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率
　

また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、その他株式の数の調整を必要とする場合、当

社は合理的な範囲内で必要と認める株式の数の調整を行う。

３　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端

数はこれを切り上げるものとする。
　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
　

また、当社が時価を下回る価額で新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株予約権の行使による場合

及び旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。）は、次の算式により払

込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。
　

　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
　

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、その他の調整を必要とする場合、当社は合

理的な範囲内で必要と認める払込金額の調整を行う。

４　新株予約権の行使の条件

　①　新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行使時においても当社及

び当社子会社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年によ

る退職の場合、その他取締役会決議をもって特に認めた場合はこの限りではない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　②　新株予約権の質入その他処分及び相続は認めない。　　　　　

　③　その他の条件については、本株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約」に定めるところによる。

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

 25/132



　
５　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　　　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を

総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前において

残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新

株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。また、この場合において、当社の残存新株予約

権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象

会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に

おいて定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数　　

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)２に準じて決定する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

(注)３で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に上記③に従って決定される当該新

株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使の条件　

(注)４に準じて決定する。　

⑦　再編対象会社による新株予約権の取得事由及び条件

本新株予約権に準じて決定する。　　　

⑧　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項　　

本新株予約権に準じて決定する。　

⑨　新株予約権の譲渡制限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

 26/132



　

定時株主総会の決議日（平成22年３月25日）

　
事業年度末現在
(平成23年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成24年２月29日)

新株予約権の数(個)  525  (注)１ 510  (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 52,500　(注)１、２ 51,000　(注)１、２

新株予約権の行使時の払込金額(円)  289  (注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成25年２月15日から
平成28年２月14日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 289
資本組入額　 145

同左

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取
締役会の承認を要するものとす
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

(注)５ 同左

(注) １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、権利付与対象者の権利行使および退職等に伴い権利

付与対象ではなくなった新株予約権の数及び株式の数を控除した残数を記載しております。

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するものと

する。

　　ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。
　

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率
　

また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、その他株式の数の調整を必要とする場合、当

社は合理的な範囲内で必要と認める株式の数の調整を行う。

３　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端

数はこれを切り上げるものとする。
　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
　

また、当社が時価を下回る価額で新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株予約権の行使による場合

及び旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。）は、次の算式により払

込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。
　

　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
　

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、その他の調整を必要とする場合、当社は合

理的な範囲内で必要と認める払込金額の調整を行う。
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４　新株予約権の行使の条件

　①　新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行使時においても当社及

び当社子会社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年によ

る退職の場合、その他取締役会決議をもって特に認めた場合はこの限りではない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　②　新株予約権の質入その他処分及び相続は認めない。　　　　　

　③　その他の条件については、本株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約」に定めるところによる。

５　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　　　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を

総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前において

残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新

株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。また、この場合において、当社の残存新株予約

権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象

会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に

おいて定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数　　

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)２に準じて決定する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

(注)３で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に上記③に従って決定される当該新

株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使の条件　

(注)４に準じて決定する。　

⑦　再編対象会社による新株予約権の取得事由及び条件

本新株予約権に準じて決定する。　　　

⑧　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項　　

本新株予約権に準じて決定する。　

⑨　新株予約権の譲渡制限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年11月18日
(注)１

1,100,0005,586,60066,0001,014,14564,900 335,776

平成21年５月１日
(注)２

13,042,23018,628,830294,4831,308,628194,483530,259

(注) １  株式会社インタースパイア、株式会社インターライドを割当先とする第三者割当増資であります。

発行価格 １株につき 金119円

資本組入額 １株につき 金60円

２  株式会社インタースパイアとの合併に伴い、株式会社インタースパイアの普通株式１株に対して、当社の普通

株式478株を割当交付したことによる増加であります。

　

(6) 【所有者別状況】

平成23年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 11 20 3 1 1,7171,753 ―

所有株式数
(単元)

― 1,8282,059104,923137 1 77,329186,2771,130

所有株式数の
割合(％)

― 0.98 1.11 56.33 0.07 0.00 41.51100.00 ―

(注) １  自己株式517,702株は、「個人その他」に5,177単元及び「単元未満株式の状況」に2株含まれております。

２  上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が2単元含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

平成23年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

デジタル・アドバタイジング・
コンソーシアム株式会社

東京都渋谷区恵比寿４－20－３ 8,236,750 44.21

早  川  与  規 東京都港区 2,642,508 14.18

株式会社アド・プロ 東京都渋谷区恵比寿４－20－３ 550,000 2.95

株式会社シーエー・モバイル 東京都渋谷区桜丘町20－１ 550,000 2.95

有限会社デジタル・アド・テック 東京都渋谷区恵比寿４－20－３ 550,000 2.95

ＤＡＣビジネスパートナーズ株式会
社

東京都渋谷区恵比寿４－20－３ 550,000 2.95

井  筒  雅  博 京都府長岡京市 455,700 2.44

中  村     健 東京都江戸川区 242,100 1.29

手　嶋　浩　己 東京都港区 239,000 1.28

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２－４－６ 182,800 0.98

計 ― 14,198,858 76.21

(注)　当社は自己株式517,702株（2.77％）を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 517,700

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,110,000
　

181,100 ―

単元未満株式 普通株式 1,130
　

― ―

発行済株式総数 18,628,830 ― ―

総株主の議決権 ― 181,100 ―

(注) １  「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株(議決権2個)含まれております。

２  「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式2株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社スパイア

東京都渋谷区
渋谷一丁目２番５号

517,700 ─ 517,700 2.78

計 ― 517,700 ─ 517,700 2.78
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(9) 【ストック・オプション制度の内容】

当社は以下のストック・オプション制度を採用しております。

　
平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社子会社の取締役、監査
役及び従業員並びに社外協力者に対して、特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成18
年３月24日の定時株主総会において決議されたものがあります。
当該制度の内容は次のとおりであります。

　

第３回新株予約権(平成18年３月24日定時株主総会決議)

決議年月日 平成18年３月24日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役８名、当社監査役３名、当社従業員64名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

―

　

会社法に基づき、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員並びに社外協力者に対して、特に有
利な条件をもって新株予約権を発行することを平成21年３月25日の定時株主総会において決議されたも
のがあります。
　当該制度の内容は次のとおりであります。

　

第４回新株予約権(平成21年３月25日定時株主総会決議)

決議年月日 平成21年３月25日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役7名、当社従業員34名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。
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第５回新株予約権(平成21年３月25日定時株主総会決議)

決議年月日 平成21年３月25日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社監査役１名、社外協力者１名、当社従業員15名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

　
会社法に基づき、当社の取締役、監査役及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員に対して、特
に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成22年３月25日の定時株主総会において決議され
たものがあります。
当該制度の内容は次のとおりであります。

　

第６回新株予約権(平成22年３月25日定時株主総会決議)

決議年月日 平成22年３月25日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役７名、当社監査役３名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

　

第７回新株予約権(平成22年３月25日定時株主総会決議)

決議年月日 平成22年３月25日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社従業員122名、当社子会社取締役３名、当社子会社従業員20名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。
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第８回新株予約権(平成22年３月25日定時株主総会決議)

決議年月日 平成23年１月28日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社従業員11名、当社子会社従業員４名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

　
また、平成24年３月28日開催の定時株主総会において、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基
づき、当社の従業員及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員並びに社外協力者に対し、特に有利な条
件をもって新株予約権を発行すること及びその募集要項の決定を取締役会に委任することにつき決議い
たしました。当該制度の内容は次のとおりであります。

　
(平成24年３月28日定時株主総会決議)

決議年月日 平成24年３月28日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社の従業員及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員並びに社外協力
者

新株予約権の目的となる株式の種類
当社普通株式
単元株式数は100株であります。

株式の数 200,000株を上限とする    (注) １

新株予約権の行使時の払込金額 (注) ２

新株予約権の行使期間 割当日後２年を経過した日から５年間とする。

新株予約権の行使の条件 (注) ３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

―

(注) １  当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの
とする。
ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に
ついてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。

　
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　 また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、その他株式の数の調整を必要とする場合、
当社は合理的な範囲内で必要と認める株式の数の調整を行う。
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２  新株予約権の行使時の払込金額は、新株予約権の行使に際して交付を受けることができる株式１株当たりの
払込金額（以下、「行使価額」という。）に当該新株予約権の目的となる株式の数を乗じた金額とする。
行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立
していない日を除く。）における大阪証券取引所JASDAQ市場における当社普通株式の普通取引の終値の平均
値に1.1を乗じた金額（１円未満の端数は切上げ）とする。ただし、当該金額が割当日の前日の終値（当該日
に終値がない場合、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。
なお、割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じ
る１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。

　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
　

また、割当日後、当社が時価を下回る価額で新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株予約権の行使に
よる場合及び旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。）は、次の算式
により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。

　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数  ×  １株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の時価

既発行株式数  ＋  新規発行による増加株式数
　 上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金
額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。
さらに、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合、
当社は合理的な範囲内で必要と認める行使価額の調整を行う。

　

３　新株予約権の行使の条件

　①　新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）のうち、当社の従業員及び当社子会社の取
締役、監査役及び従業員は、新株予約権の行使時においても当社及び当社子会社の取締役、監査役又は従業員
の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年による退職の場合、その他取締役会決議をもっ
て特に認めた場合はこの限りではない。

　②　新株予約権者のうち、社外協力者は、新株予約権の行使時においても、社外協力者又は当社及び当社子会社の
取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要する。

　③　新株予約権の質入その他処分及び相続は認めない。　　　　　
　④　その他の条件については、本株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新
株予約権割当契約」に定めるところによる。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 70 10

当期間における取得自己株式 ― ―

(注)　当期間における取得自己株式には、平成24年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ

る株式は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額

(円)

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
― ― ― ―

その他(新株予約権の行使) 100,380 17,213 7,170 1,229
　 　 　 　 　

保有自己株式数 517,702 ― 510,532 ―

(注)  当期間における保有自己株式数には、平成24年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しており、今後の事業拡大に備えた内部留保の充

実を図りながら、業績に応じた配当を行うことを基本方針としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金

の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

しかしながら、当期につきましては、利益剰余金がマイナスのため、無配としております。

当社は「取締役会の決議により毎年６月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款

に定めております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

最高(円) 770 260 267 252 341

最低(円) 200 93 111 106 98

(注)  最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであり、それ以

前は大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 185 177 151 201 178 160

最低(円) 169 128 110 113 128 134

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長
CEO

早  川  与  規 昭和44年９月２日生

平成４年４月 株式会社博報堂入社

(注)3 2,642

平成11年９月 株式会社サイバーエージェント常

務取締役就任

平成11年11月株式会社ネットプライス取締役就

任

平成12年１月 株式会社サイバーエージェント取

締役副社長兼COO就任

平成16年12月株式会社インタースパイア設立

同社代表取締役社長就任

平成17年３月 株式会社インターワークス代表取

締役社長就任

平成18年10月株式会社インターライド代表取締

役社長就任

平成21年１月 当社執行役員最高経営責任者

(CEO)就任

平成21年３月 当社代表取締役社長CEO就任(現

任)

平成22年３月 株式会社インターナショナルス

ポーツマーケティング取締役就任

(現任)

取締役
CFO

経営本部長
 

小  川  大  介 昭和47年10月19日生

平成７年４月 谷口会計事務所入所

(注)3 ―

平成12年10月エス・イー・テクノ株式会社入社

平成15年５月 株式会社ヴィヴィッド入社

平成16年２月 当社入社

平成18年１月 当社経理部長就任

平成19年１月 当社執行役員経営戦略本部長就任

平成19年３月 当社取締役就任(現任)

　 当社最高財務責任者(CFO)経営戦

略本部長就任

平成21年１月 当社最高執行責任者(COO)事業統

括本部長就任

平成21年３月 当社DE事業本部長就任

平成22年１月 当社CFO経営本部長就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数

(千株)

取締役
スマートフォ
ン事業本部長

手  嶋  浩  己 昭和51年７月20日生

平成11年４月 株式会社博報堂入社

(注)3 239

平成17年４月 デジタル・アドバタイジング・コ

ンソーシアム株式会社入社

平成18年３月 株式会社インタースパイア代表取

締役副社長兼COO就任

平成18年10月株式会社インターライド取締役就

任

平成20年６月 株式会社インタースパイア取締役

副社長就任

平成20年10月同社メディアコマース本部長就任

平成20年11月同社メディア事業部長就任

平成21年１月 当社執行役員リサーチ事業部長就

任

平成21年３月 当社取締役就任(現任)

 
平成23年１月

平成23年７月

当社リサーチ事業本部長就任

当社新規事業準備室長就任

当社スマートフォン事業本部長就

任(現任)

取締役

DE事業本部長

兼 リサーチ

事業本部長

細  田  和  宏 昭和48年５月２日生

平成９年４月 山一證券株式会社入社

(注)3 0

平成10年４月 メリルリンチ日本証券株式会社入

社

平成11年11月株式会社サイバーエージェント入

社

平成18年12月当社入社

平成19年１月 当社執行役員就任

当社コンシューマ新規事業部長就

任

平成21年１月 当社営業本部長就任

平成21年３月 当社DE事業本部副本部長就任

平成22年１月 当社DE事業本部長就任(現任)

平成23年１月

 
平成23年３月

当社コンテンツアライアンス室長

就任

当社取締役就任(現任)

平成23年10月当社リサーチ事業本部長就任(現

任)

取締役
モバイル広告

事業本部長
山　下　優　司 昭和55年３月31日生

平成14年４月 グッドウィル・グループ株式会社

(現　株式会社アドバンテージ・リ

ソーシング・ジャパン)入社

(注)4 0

平成17年２月 デジタル・アドバタイジング・コ

ンソーシアム株式会社　入社

平成18年４月 株式会社インタースパイアへ出向

平成19年７月 同社へ転籍

平成21年１月 同社執行役員営業本部長就任

平成21年５月 当社執行役員就任

　 当社モバイル広告事業本部長就任

(現任)

平成23年９月 当社取締役就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数

(千株)

取締役 　 矢  嶋  弘  毅 昭和36年３月９日生

昭和59年４月 株式会社博報堂入社

(注)3 ―

平成８年12月 デジタル・アドバタイジング・コ

ンソーシアム株式会社代表取締役

社長就任

平成14年２月 同社代表取締役社長執行役員(現

任)

平成17年３月 当社取締役就任(現任)

平成18年３月 株式会社インタースパイア取締役

就任

取締役 　 高  梨  秀  一 昭和44年４月９日生

平成２年４月 第一企画株式会社(現  株式会社

アサツー ディ・ケイ)入社

(注)3 0

平成10年２月 デジタル・アドバタイジング・コ

ンソーシアム株式会社へ出向

平成12年10月同社へ転籍

平成13年１月 同社営業本部第一営業部長就任

平成17年12月同社営業本部副本部長就任

平成18年２月 同社執行役員 営業本部副本部長

就任

平成18年３月 当社取締役就任(現任)

平成18年４月 デジタル・アドバタイジング・コ

ンソーシアム株式会社執行役員 

メディア本部長就任

平成21年２月 同社取締役執行役員メディア本部

長就任(現任)

監査役
(常勤) 　 山  﨑      滋 昭和36年10月12日生

昭和59年４月 株式会社旭通信社(現  株式会社

アサツーディ・ケイ)入社

(注)5 ―

平成17年12月デジタル・アドバタイジング・コ

ンソーシアム株式会社出向

平成20年６月 株式会社インタースパイア監査役

就任

　 株式会社インターライド監査役就

任(現任)

平成21年３月

平成22年３月

当社監査役就任(現任)

株式会社インターナショナルス

ポーツマーケティング監査役就任

(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数

(千株)

監査役 　 児  玉  皓  次 昭和16年10月５日生

昭和39年４月 株式会社東芝入社

(注)5 ―

平成３年７月 東芝情報システムオランダ社 社

長就任

平成４年７月 東芝情報システムベネルクス社 

社長就任

平成６年４月 東芝ヨーロッパ社 社長就任

平成８年９月 日本ベリサイン株式会社代表取締

役社長就任

平成13年４月 同社取締役会長就任

平成14年４月 同社取締役就任

平成14年７月 株式会社アイシス取締役就任

平成15年８月 スタンダードマイクロシステムズ

株式会社顧問就任

平成16年３月 当社監査役就任(現任)

平成20年１月 イズ株式会社監査役就任(現任)

監査役 　 高  嶋  修  一 昭和39年６月12日生

昭和62年４月 野村證券株式会社入社

(注)5 ―

平成12年４月 イー・リサーチ株式会社入社

平成16年５月 株式会社高嶋インベストメントイ

ニシアチブ設立

同社代表取締役就任(現任)

平成21年３月 当社監査役就任(現任)

計 2,883

　 (注) １  取締役  矢嶋弘毅及び高梨秀一は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２  監査役  児玉皓次及び高嶋修一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３  取締役　早川与規、小川大介、手嶋浩己、細田和宏、矢嶋弘毅及び高梨秀一の任期は、平成22年12月期に係る定時

株主総会終結の時から、平成24年12月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４　取締役　山下優司の任期は、平成23年９月29日開催の臨時株主総会終結の時から、平成24年12月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

５  監査役の任期は、平成23年12月期に係る定時株主総会終結の時から、平成27年12月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

　

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

 41/132



　

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

　(1)　【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

当社では、当社の経営理念である「社会にとって不可欠な企業となる」」すなわち「事業を通じて、
社会に貢献する」「事業を通じて、人材を育成する」ことを実現させるために、コーポレート・ガバナ
ンスの充実を図り、経営の透明性、効率性を向上させることを経営の重要課題の一つと考えておりま
す。
当社のコーポレート・ガバナンスは、取締役及び使用人による法令、定款及び企業倫理の遵守を基本
方針とし、取締役及び使用人へ企業倫理及び遵守すべき事項の周知徹底を図るとともに、その実践のた
めの業務執行体制を構築いたします。

　
①  企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

当社の取締役会は、提出日現在７名で構成されており、うち２名を社外取締役とすることで経営の透
明性向上を図っております。取締役の職務執行が効率的に行われることの基礎として、定時取締役会を
毎月１回開催するとともに、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、迅速な経営上の意思決定を
図り、取締役間の意思疎通を確保しております。
監査役会は、提出日現在３名（うち２名が社外監査役）で構成されており、取締役会その他重要な会
議に出席し取締役から営業報告等を聴取するとともに、監査役会を定期的に開催し監査結果について
意見を交換し、監査の実効性を高めております。
当社は、経営と業務執行の分離を図るために平成15年２月より執行役員制度を導入し、各執行役員が
取締役会の決定方針、監督の下に権限委譲を受けて業務執行を分担することにより、経営の効率化を
図っております。
　

ロ．企業統治の体制を採用する理由

経営の健全性と透明性の維持・向上を図る観点から、取締役会が迅速かつ適切に経営上の意思決定
を行うとともに、監査役会が経営への監視を充分に機能できる体制であり、また、社外取締役及び社外
監査役を選任することにより、外部からの客観性、独立性をもった経営監視・監督体制が確保できる体
制であると考え、上記体制を採用しております。
　

ハ．内部統制システムの整備の状況

当社における内部統制システムに関する基本的な考え方及び整備の状況は以下のとおりでありま
す。

　

ａ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・コンプライアンス体制の構築、整備、維持を図るため、内部監査室を設置し、社内業務の実施状況

の把握、業務執行における法令、定款及び社内規程等の遵守状況調査などを定期的に実施してま

いります。内部監査室は調査結果を対象部門へ通知し、改善を求めるとともに取締役会及び監査

役会に対して適宜報告を行うものとします。

・法令違反行為をはじめとする諸問題の早期の発見及び解決を目的として、諸問題についての相

談、連絡、通報窓口を設けるホットライン制度を導入しております。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・株主総会議事録、取締役会議事録等の取締役の職務の執行に係る文書、その他重要な情報・文書

については、法令及び「文書管理規程」等の社内規程に基づき適正に保管、管理するものとし、取

締役及び監査役からの閲覧要請に迅速に対応できる管理体制を維持しております。

・当社事業の基幹資産である会員の登録情報等の個人情報については、当社が制定する「個人情

報保護マネジメントシステム」に基づき、個人情報に関する帳票、文書、データ等を保管、管理し

ております。

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・各部門における業務遂行にあたっては、各種社内規程において、業務遂行の手順を明確に定める

ことにより損失（リスク）発生の防止に努めております。

・当社事業の根幹に関わる情報システム及びセキュリティについては、情報本部がシステムの適

正な運用及び情報セキュリティの確保、リスク管理体制の維持を図っております。

・経営本部がリスク管理に関する方針決定、管理体制の構築等を行い、当社の経営に重大な影響を

与えるリスクが発生した場合には、経営本部が状況の把握、損失拡大の防止等の迅速な対応を

行ってまいります。
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ｄ．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

・当社グループにおける業務の適正を確保するために、各社の取締役、所管部門相互にて連携して

情報共有を図ることで、グループ内での法令遵守、リスク管理体制を構築し、適切なグループ経営

を行ってまいります。

・子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の業務の執行状況を把握し、適正な

子会社管理を行ってまいります。

・子会社の状況について、当社の取締役会に定期的に報告するものとし、子会社の経営に関する重

要な決定事項について両社にて十分な協議を行ってまいります。

ｅ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合、監査役と協議のうえ、必

要に応じて監査役スタッフを配置してまいります。

・当該スタッフの人事異動、考課については、常勤監査役の事前の同意を得たうえで決定すること

で、取締役からの独立性を確保してまいります。

ｆ．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する事項及び

その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・取締役は、監査役が出席する取締役会等の重要な会議において、職務執行の状況等について定期

的に報告を行ってまいります。

・取締役及び使用人は、当社の業務、業績に影響を与える重要な事項が発生又は発生する恐れが判

明した場合には、速やかに監査役に報告するものとしております。

・監査役は、取締役及び使用人に対して、上記の報告事項その他業務執行の状況等について報告を

求めることができるものとしております。

g．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

・社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは、取引関係その他一切の関係を持

たず、反社会的勢力から不当な要求等を受けた場合には、組織全体として毅然とした姿勢をもっ

て対応してまいります。
　

ニ．リスク管理体制の整備の状況

当社は、内部統制システムに関する基本方針に従い、リスク管理体制の整備を行っております。
また、経営上、事業上の重要な判断について法律面での助言、指導を適時適切に受けられるように複
数の弁護士事務所と顧問契約を締結しております。
　

ホ．社外監査役との間で締結している会社法第427条第１項に規定する契約（いわゆる責任限定契

約）の内容の概要

当社は、社外監査役２名と、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、第425条第1項の
定める最低責任限度額としております、なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任
の原因となった職務遂行について善意でかつ重大な過失がない場合に限られます。

②  内部監査及び監査役監査の状況

内部監査につきましては、代表取締役社長直轄の組織として内部監査室（員数３名）を設置し、「内
部監査規程」及び内部監査計画に基づき、監査役及び会計監査人との連携の下、内部統制監査をはじめ
とする必要な内部監査を実施しております。監査役監査につきましては、監査役３名（うち社外監査役
２名）が、監査役会規則、監査計画、監査役会で定めた監査の方針、業務分担に従い、取締役会その他重
要な会議への出席、取締役及び使用人に対する聴取、重要な決裁書類等の閲覧などにより、取締役の職
務遂行の状況を監査しております。また、監査役会を定期的に開催し、監査実施状況及び監査結果の共
有を図り、意見の交換を行っております。監査役は、会計監査人及び内部監査室と適宜必要な情報、意見
交換を行うなど連携を密にして、監査の実効性を高めております。
内部監査室及び監査役は、内部監査及び監査役監査の監査結果について、代表取締役社長に対し報告
するとともに、内部統制部門における業務の適切な運用等に向けて具体的な助言や勧告を行っており
ます。

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

 43/132



　

③  社外取締役及び社外監査役

当社は、インターネット広告業界における豊富な経験と幅広い見識から当社経営に適宜適切な助言
を得るために社外取締役２名を選任しております。社外取締役である矢嶋弘毅氏は、デジタル・アドバ
タイジング・コンソーシアム株式会社の代表取締役社長であり、社外取締役である高梨秀一氏も同社
の取締役であります。同社は当社の大株主であり、当社との間で広告商品の販売等の取引関係がありま
す。
また、当社は、会社経営や資本市場における豊富な経験と高い幅広い見識から、専門性、独立性の高い
監査実施のために社外監査役２名を選任しております。社外監査役２名につきましては当社との間に
特別な利害関係はなく、当社の一般株主と利益相反を生じるおそれもないとの判断から、大阪証券取引
所に対し独立役員として届け出ております。社外監査役は、会計監査人及び常勤監査役を通じ内部監査
室と適宜必要な情報交換を行うなど連携を保ち、監査の有効性、実効性を高めております。
なお、当社は、社外監査役２名と、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害
賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない場合において、法令に定める額を限
度とする契約を締結しております。

④  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック・
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

91,600 86,200 5,400 ─ ─ 7

監査役
(社外監査役を除く。)

10,952 10,800 152 ─ ─ 1

社外役員 3,437 2,400 1,037 ─ ─ 4

合計 105,989 99,400 6,589 ─ ─ 12

（注）上記には、平成23年３月23日開催の定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任した取締役２名を含んで

おります。
　

ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　　　　　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載していません。
　

　ハ　使用人兼務役員の使用人給与の内、重要なもの

　　　　　該当事項がないため、記載していません。
　

ニ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の報酬等の額につきましては、株主総会において承認された報酬限度額の範囲内で、各取締

役の役割、貢献度、業績等を総合的に勘案し、決定しております。

監査役の報酬等の額につきましては、株主総会において承認された報酬限度額の範囲内で、監査役

の協議により決定しております。
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⑤  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                         ５銘柄

貸借対照表計上額の合計額       37,139千円
　

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

　（前事業年度）

　特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

㈱電通 47 118取引関係等の円滑化のため

（注） 貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、記載しております。

　（当事業年度）

　特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

㈱電通 47 110取引関係等の円滑化のため

（注） 貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、記載しております。
　

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
　

⑥  会計監査の状況

当社は、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査について、有限責任 あずさ監査法人と監査

契約を締結しております。

当期において業務を執行した公認会計士の氏名等の概要は以下のとおりであります。
　

所属する監査法人
業務を執行した
公認会計士の氏名

継続監査年数
監査業務に係る
補助者の構成

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

浜村　和則 ２年
公認会計士  ４名　　　そ
の他      ８名

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

新村　　久 １年

　

⑦ 取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨を定款に定めております。

⑧ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分
の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、
取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

⑨ 自己の株式の取得

当社は、機動的な資本政策を遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取
締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の
特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が
出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。
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⑪ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が期待される役割や機能を十分に発揮できるようにするため、会社法第
426条第１項の規定により、同法第423条第１項に規定する取締役及び監査役の損害賠償責任を、取締役
会の決議によって、法令の限度において免除することができる旨を定款で定めております。
また、当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役との間に、同法第423条
第１項の賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款で定めております。ただし、当該契
約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定める額としております。

⑫ 中間配当金

当社は、株主に対する機動的な利益還元を可能にするため、取締役会の決議により毎年６月30日を基
準日として、中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬(千円)

非監査業務に基づく
報酬(千円)

監査証明業務に基づく
報酬(千円)

非監査業務に基づく
報酬(千円)

提出会社 32,135 ─ 30,000 ―

連結子会社 ─ ─ ― ―

計 32,135 ─ 30,000 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④ 【監査報酬の決定方針】

　当社では、監査公認会計士等と協議した上で、当社の規模・業務の特性等に基づいた監査日　

  数・要員数等を総合的に勘案し決定しております。

　

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

 46/132



第５ 【経理の状況】

１  連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成22年1月1日から平成22年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成23年1月1日から平成23年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成22年１月１日から平成

22年12月31日まで)及び前事業年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)の連結財務諸表及び財

務諸表、当連結会計年度(平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)及び当事業年度(平成23年１月１日

から平成23年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査

を受けております。

　

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、会計基準等の内容を適切に把握

し、会計基準等の変更に適切に対応できる体制を整備するため、公益財団法人 財務会計基準機構へ加入し

ております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
　　①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 484,028 ※1
 541,059

受取手形及び売掛金 1,599,273 1,573,804

たな卸資産 ※2
 7,592

※2
 8,513

前渡金 20,861 14,251

前払費用 23,760 21,156

その他 2,051 698

貸倒引当金 △5,246 △4,032

流動資産合計 2,132,320 2,155,450

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※3
 51,048

※3
 63,093

工具、器具及び備品（純額） ※3
 28,068

※3
 37,481

有形固定資産合計 79,116 100,575

無形固定資産

のれん 26,055 25,806

その他 53,492 90,881

無形固定資産合計 79,547 116,687

投資その他の資産

投資有価証券 65,578 37,139

差入保証金 96,285 166,931

破産更生債権等 1,172 45

その他 3,238 0

貸倒引当金 △1,172 △45

投資その他の資産合計 165,103 204,071

固定資産合計 323,767 421,335

資産合計 2,456,087 2,576,785

負債の部

流動負債

買掛金 1,498,772 1,403,051

短期借入金 20,000 ※1
 97,000

1年内返済予定の長期借入金 147,204 ※1
 135,628

未払金 71,764 68,286

未払法人税等 9,696 10,060

その他 66,295 81,743

流動負債合計 1,813,733 1,795,769

固定負債

長期借入金 42,532 ※1
 193,305

ポイント引当金 41,146 40,971

その他 5,740 5,411

固定負債合計 89,418 239,688

負債合計 1,903,151 2,035,458

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

 48/132



(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,308,628 1,308,628

資本剰余金 885,021 877,142

利益剰余金 △1,547,383 △1,588,863

自己株式 △105,980 △88,776

株主資本合計 540,286 508,131

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 83 75

その他の包括利益累計額合計 83 75

新株予約権 12,565 33,121

純資産合計 552,935 541,327

負債純資産合計 2,456,087 2,576,785
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　②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
　【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日)

売上高 8,881,214 10,564,767

売上原価 ※1
 7,214,443 8,911,970

売上総利益 1,666,770 1,652,796

販売費及び一般管理費 ※2
 1,527,253

※2
 1,609,418

営業利益 139,516 43,378

営業外収益

受取利息及び配当金 231 164

ポイント引当金戻入益 381 －

受取返戻金 165 －

その他 334 1,705

営業外収益合計 1,112 1,869

営業外費用

支払利息 5,941 6,879

その他 1,183 3,276

営業外費用合計 7,125 10,156

経常利益 133,504 35,091

特別利益

貸倒引当金戻入額 5,861 －

債務免除益 997 －

投資有価証券売却益 － 8,872

事業譲渡益 － 14,037

関係会社清算益 ※5
 2,530 －

有価証券受贈益 1,195 －

特別利益合計 10,585 22,910

特別損失

固定資産除却損 ※3
 995

※3
 4,248

投資有価証券評価損 － 24,567

関係会社清算損 ※6
 1,678 －

事業整理損 ※7
 2,935 955

減損損失 ※4
 10,821

※4
 57,360

事務所移転費用 － 6,554

たな卸資産評価損 131 －

特別損失合計 16,562 93,687

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

127,527 △35,684

法人税、住民税及び事業税 9,960 5,795

法人税等調整額 － －

法人税等合計 9,960 5,795

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △41,480

当期純利益又は当期純損失（△） 117,566 △41,480
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　【連結包括利益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △41,480

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △8

その他の包括利益合計 － ※2
 △8

包括利益 － ※1
 △41,488

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △41,488

少数株主に係る包括利益 － －

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

 51/132



　③【連結株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,308,628 1,308,628

当期末残高 1,308,628 1,308,628

資本剰余金

前期末残高 885,021 885,021

当期変動額

自己株式の処分 － △7,878

当期変動額合計 － △7,878

当期末残高 885,021 877,142

利益剰余金

前期末残高 △1,664,950 △1,547,383

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 117,566 △41,480

当期変動額合計 117,566 △41,480

当期末残高 △1,547,383 △1,588,863

自己株式

前期末残高 △105,971 △105,980

当期変動額

自己株式の取得 △8 △10

自己株式の処分 － 17,213

当期変動額合計 △8 17,203

当期末残高 △105,980 △88,776

株主資本合計

前期末残高 422,728 540,286

当期変動額

自己株式の取得 △8 △10

自己株式の処分 － 9,335

当期純利益又は当期純損失（△） 117,566 △41,480

当期変動額合計 117,557 △32,155

当期末残高 540,286 508,131
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 65 83

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

18 △8

当期変動額合計 18 △8

当期末残高 83 75

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 65 83

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

18 △8

当期変動額合計 18 △8

当期末残高 83 75

新株予約権

前期末残高 － 12,565

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12,565 20,555

当期変動額合計 12,565 20,555

当期末残高 12,565 33,121

純資産合計

前期末残高 422,793 552,935

当期変動額

自己株式の取得 △8 △10

自己株式の処分 － 9,335

当期純利益又は当期純損失（△） 117,566 △41,480

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12,584 20,547

当期変動額合計 130,141 △11,607

当期末残高 552,935 541,327
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　④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

127,527 △35,684

減価償却費 44,251 46,396

事業整理損失 2,935 955

減損損失 10,821 57,360

事務所移転費用 － 6,554

のれん償却額 5,197 7,118

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,596 △2,341

ポイント引当金の増減額（△は減少） 20,758 2,481

受取利息及び受取配当金 △231 △164

支払利息 5,941 6,879

固定資産除却損 995 4,248

株式報酬費用 12,565 20,555

投資有価証券評価損益（△は益） － 24,567

投資有価証券売却損益（△は益） － △8,872

事業譲渡損益（△は益） － △14,037

関係会社清算益 △2,530 －

関係会社清算損 1,678 －

売上債権の増減額（△は増加） △660,648 25,469

たな卸資産の増減額（△は増加） 18,989 －

前払費用の増減額（△は増加） 6,032 －

未収入金の増減額（△は増加） 855 －

仕入債務の増減額（△は減少） 706,784 △95,721

未払金の増減額（△は減少） △13,974 △4,271

その他 40,191 21,964

小計 332,738 63,456

利息及び配当金の受取額 231 164

利息の支払額 △5,816 △7,008

法人税等の支払額 △10,167 △4,637

営業活動によるキャッシュ・フロー 316,985 51,974

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

 54/132



(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

差入保証金の差入による支出 － △71,152

差入保証金の回収による収入 2,000 506

有形固定資産の取得による支出 △5,842 △77,767

資産除去債務の履行による支出 － △22,000

無形固定資産の取得による支出 △32,420 △80,901

投資有価証券の取得による支出 △32,000 －

投資有価証券の売却による収入 － 12,736

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入 ※2

 45,797 －

関係会社の清算による収入 2,530 －

関係会社の清算による支出 △1,678 －

事業譲渡による収入 － 20,000

その他 995 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,616 △218,578

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 224,000 377,000

短期借入金の返済による支出 △254,000 △300,000

長期借入れによる収入 50,000 342,350

長期借入金の返済による支出 △190,105 △203,153

ストックオプションの行使による収入 － 9,335

その他 △1,049 △1,896

財務活動によるキャッシュ・フロー △171,154 223,635

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 125,214 57,031

現金及び現金同等物の期首残高 358,813 484,028

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 484,028

※1
 541,059
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【連結財務諸表作成の基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

１  連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　３社

(2) 連結子会社の名称

株式会社インターライド

　株式会社インターナショナルスポー

ツマーケティング

　株式会社凸風

連結の範囲の変更

　当連結会計年度より、株式会社凸風

は新規設立のため、株式会社イン

ターナショナルスポーツマーケティ

ングは株式を取得したため、連結の

範囲に含めております。

(1) 連結子会社の数　　３社

(2) 連結子会社の名称

株式会社インターライド

　株式会社インターナショナルスポー

ツマーケティング

　株式会社凸風

 

 
 

　 (3) 非連結子会社名

該当事項はありません。

なおERGO BRAINS,INC.（米国）に

ついては、当連結会計年度において

清算結了しております。

(3) 非連結子会社名

該当事項はありません。

２  持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の関連会社の数　０社(1) 持分法適用の関連会社の数　０社

　 (2) 持分法非適用会社の主要会社名

該当事項はありません。

なお株式会社グリッド・ソリュー

ションズ及びERGO BRAINS,INC.（米

国）については、当連結会計年度に

おいて清算結了しております。

(2) 持分法非適用会社の主要会社名

該当事項はありません。

 
 

３  連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。

同左
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項目
前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

　

４  会計処理基準に関する事

項

 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

① 有価証券

イ.子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採

用しております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

① 有価証券

―

 

ロ．その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法を採用しておりま

す。なお、評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定し

ております。

ロ．その他有価証券

時価のあるもの

　同左

 

 

時価のないもの

移動平均法による原価法を採

用しております。

時価のないもの

　同左

② たな卸資産

イ.商品

移動平均法による原価法(収益性

の低下による簿価切下げの方法)

を採用しております。

ロ.貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（収

益性の低下による薄価切下げの方

法）を採用しております。

 

② たな卸資産

イ.商品

　 　同左

 

 

ロ.貯蔵品

   　同左
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項目
前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

　

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

イ.平成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産

旧定率法を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

イ.平成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産

同左

　 ロ.平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産

定率法を採用しております。な

お、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

 建物　　　　　　　  ８～22年

 工具、器具及び備品  ４～15年

また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能

限度額まで償却が終了した翌年か

ら５年間で均等償却する定額法に

よっております。

ロ.平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産

同左

　 ② 無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウェア(自社利用)

社内における見込利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

 

② 無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウェア(自社利用)

社内における見込利用可能期間

(３～５年)に基づく定額法を採用

しております。

　 ③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零として算定する定額法を

採用しております。

なお、平成20年12月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借契

約に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

 

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

 
同左
 

　 ④ 長期前払費用

定額法を採用しております。

④ 長期前払費用
同左
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項目
前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

　

　 (3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

て、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金
同左
 

　
　

② ポイント引当金

ドリームメール会員等に対し、

メール受信・アンケート回答等に

関して付与したポイントの使用に

より今後発生すると見込まれる景

品交換費用等に備えるため、当連

結会計年度末において将来使用さ

れると見込まれる額を計上してお

ります。

また、モバイルＥコマース商品購

入者に対し、今後発生すると見込

まれる景品交換費用等に備えるた

め、当連結会計年度末において将

来使用されると見込まれる額を計

上しております。

② ポイント引当金

ドリームメール会員等に対し、

メール受信・アンケート回答等に

関して付与したポイントの使用に

より今後発生すると見込まれる景

品交換費用等に備えるため、当連

結会計年度末において将来使用さ

れると見込まれる額を計上してお

ります。

 

　 ― (4) のれんの償却方法及び償却期間

５年間で均等償却しております。

　 ― (5) 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日

から３カ月以内に満期日の到来す

る定期預金からなっております。

　 (6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　 消費税等の処理方法

税抜方式により処理しておりま

す。

消費税等の処理方法

同左
 

５  連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

―
 

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれんは、５年間で均等償却しておりま

す。

―

７  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資産（現金及び現金同等物）は、手

許現金、要求払預金及び取得日から３

カ月以内に満期日の到来する定期預金

からなっております。

―
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【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

─ （資産除去債務に関する会計基準等）
　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基
準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び
「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して
おります。
　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純
損失に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

─ （連結損益計算書関係）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基
準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づ
き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成
21年３月24日　内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損
益調整前当期純損失」の科目で表示しております。

― （連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前連結会計年度において区分掲記しておりました「た
な卸資産の増減額（△は増加）」（当連結会計年度 △
2,503千円）「前払費用の増減額（△は増加）」（当連
結会計年度 2,603千円）「未収入金の増減額（△は増
加）」（当連結会計年度 377千円）は、重要性が乏しく
なったため、当連結会計年度においては営業活動による
キャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しており
ます。

【追加情報】

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

─ 　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基
準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用
しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び
「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金
額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合
計」の金額を記載しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

　　　　　　　　　　　―

 

 

 

 

 

※２　たな卸資産の内容は下記の通りであります。

　　商品

　　貯蔵品

7,588千円

3千円

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は以下のとおりであります。

現金及び預金 50,000千円

　　計 50,000千円

　　　担保付債務は以下のとおりであります。

短期借入金 67,000千円

１年内返済予定の長期借

入金
87,600千円

長期借入金 141,000千円

　　計 295,600千円

※２　たな卸資産の内容は下記の通りであります。

　　商品

　　貯蔵品
634千円

7,878千円

※３　有形固定資産の減価償却累計額は下記の通りであ

ります。

　　減価償却累計額 166,655千円

 

※３　有形固定資産の減価償却累計額は下記の通りであ

ります。

　　減価償却累計額 155,971千円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
下による簿価切下額

売上原価 10,365千円

　　　　　　　　　　　―
 

　 　
※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

の通りであります。

給与手当 617,669千円
　

広告宣伝費

貸倒引当金繰入額

187,159千円

4,596千円

※２  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

の通りであります。

給与手当 668,595千円
　

広告宣伝費

貸倒引当金繰入額

162,345千円

293千円

※３　固定資産除却損の内容は次の通りであります。

工具、器具及び備品 328千円

ソフトウェア 666千円

合計 995千円

※３　固定資産除却損の内容は次の通りであります。

工具、器具及び備品 349千円

ソフトウェア 3,899千円

合計 4,248千円

※４　減損損失

当連結会計年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類

東京都
港区

メディア事業用資産 ソフトウェア

　当社は、原則として事業の種類別に資産のグルー

プ化を行っております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナスと

なっており、かつ将来キャッシュ・フローの見積り

総額が帳簿価額を下回る資産グループについて、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失としております。回収可能価額については正

味売却価額により測定しており、１円として評価し

ております。

　減損損失は合計で10,821千円であり、その内訳は

全額ソフトウェアであります。

※４ 減損損失

当連結会計年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失

東京都
港区

本社
事務所

建物 56,017千円

工具、器具及び備品 1,343千円

合計 57,360千円

　当社グループは、稼働資産については、主として管

理会計上の区分に基づき、グルーピングを実施して

おります。但し、資産の処分や事業の廃止に関する

意思決定を行った資産及び将来の使用が見込まれ

ない遊休資産については、個別資産ごとにグルーピ

ングを行っております。

　本社事務所の建物、器具及び備品については、当連

結会計年度において本社移転の意思決定を行い、除

却する見込みとなったため、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失としておりま

す。

　 （回収可能価額の算定方法）

　当該資産の回収可能価額は、移転時までの減価償

却費相当分を使用価値として測定しております。

※５　関係会社清算益は、株式会社グリッド・ソリュー
ションズの清算結了に伴う配当金の受取によるも
のであります。

※６　関係会社清算損は、ERGO BRAINS,INC.(米国)の清算
によるものであります。

※７　事業整理損は、連結子会社である株式会社凸風にお
けるソーシャルゲーム事業の整理に伴う費用であ
ります。

 

―
 
 

―
 

―
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 117,584千円

少数株主に係る包括利益 －千円

計 117,584千円

※２　当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 18千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)
　

前連結会計年度（自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末株
式数 (株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数(株）

発行済株式の種類 　 　 　 　

普通株式 18,628,830 ─ ─ 18,628,830

合計 18,628,830 ─ ─ 18,628,830

自己株式の種類 　 　 　 　

普通株式 617,932 80 ─ 618,012

合計 617,932 80 ─ 618,012

（注）自己株式の普通株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

　

２ 新株予約権に関する事項

区分 内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計年
度末残高（千
円）前連結会計

年度末
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

平成13年５月
新株引受権

普通株式 291,600 ― ― 291,600 ―

平成13年11月
新株引受権

普通株式 2,300 ― ― 2,300 ―

平成17年12月
第２回
新株予約権
(注)1

普通株式 53,100 ― 53,100 ― ―

平成18年４月
第３回
新株予約権
(注)２

普通株式 43,000 ― 1,00042,000 ―

平成21年５月
第４回
新株予約権　　(注)
３

普通株式 496,164 ― 69,310426,854 ―

平成21年５月
第５回
新株予約権　　　(注)
４、７

普通株式 50,668 ― 2,86847,800 ―

平成22年５月
第６回
新株予約権
(注)５、７

普通株式 ― 221,500 ― 221,500 4,503

　

平成22年５月
第７回
新株予約権
(注)６、７

普通株式 ― 425,50029,000396,500 8,062

合計 ― ― ― ― ― ― 12,565

(注) １　平成17年12月第２回新株予約権の当連結会計年度の減少は、権利行使期間終了によるものであります。

２　平成18年４月第３回新株予約権の当連結会計年度の減少は、新株予約権の消却によるものであります。

３　平成21年５月第４回新株予約権の当連結会計年度の減少は、新株予約権の消却によるものであります。

４　平成21年５月第５回新株予約権の当連結会計年度の減少は、新株予約権の消却によるものであります。

５　平成22年５月第６回新株予約権の当連結会計年度の増加は、新株予約権の発行によるものであります。

６　平成22年５月第７回新株予約権の当連結会計年度の増加は、新株予約権の発行によるもの、減少は新株予約権

の消却によるものであります。

７　平成21年５月第５回新株予約権、平成22年５月第６回新株予約権及び第７回新株予約権は、権利行使期間の初

日が到来しておりません。
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当連結会計年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末株
式数 (株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数(株）

発行済株式の種類 　 　 　 　

普通株式 18,628,830 ─ ─ 18,628,830

合計 18,628,830 ─ ─ 18,628,830

自己株式の種類 　 　 　 　

普通株式 618,012 70 100,380 517,702

合計 618,012 70 100,380 517,702

（注）１．自己株式の普通株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 
２．自己株式の普通株式の減少は、ストック・オプションの権利行使に伴う減少であります。

　

２ 新株予約権に関する事項

区分 内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計年
度末残高（千
円）前連結会計

年度末
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

平成13年５月
新株引受権
(注)１

普通株式 291,600 ― 291,600 ― ―

平成13年11月
新株引受権
(注)２

普通株式 2,300 ― 2,300 ― ―

平成18年４月
第３回
新株予約権

普通株式 42,000 ― ― 42,000 ―

平成21年５月
第４回
新株予約権　　(注)
３

普通株式 426,854 ― 100,380326,474 ―

平成21年５月
第５回
新株予約権　　　(注)
４

普通株式 47,800 ― 7,64840,152 ―

平成22年５月
第６回
新株予約権
(注)７

普通株式 221,500 ― ― 221,500 11,259

平成22年５月
第７回
新株予約権
(注)５、７

普通株式 396,500 ― 27,500369,000 18,757

　

平成23年２月
第８回
新株予約権
(注)６、７

普通株式 ― 58,0005,50052,500 3,104

合計 ― ― ― ― ― ― 33,121

(注) １　平成13年５月新株引受権の当連結会計年度の減少は、権利行使期間終了によるものであります。

２　平成13年11月新株引受権の当連結会計年度の減少は、権利行使期間終了によるものであります。

３　平成21年５月第４回新株予約権の当連結会計年度の減少は、新株予約権の権利行使によるものであります。

４　平成21年５月第５回新株予約権の当連結会計年度の減少は、新株予約権の消却によるものであります。

５　平成22年５月第７回新株予約権の当連結会計年度の減少は、新株予約権の消却によるものであります。

６　平成23年２月第８回新株予約権の当連結会計年度の増加は、新株予約権の発行によるものであり、減少は新株

予約権の消却によるものであります。

７　平成22年５月第６回新株予約権及び第７回新株予約権、平成23年２月第８回新株予約権は、権利行使期間の初

日が到来しておりません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年12月31日)
現金及び預金勘定 484,028千円
現金及び現金同等物 484,028千円
 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

(平成23年12月31日)
現金及び預金勘定 541,059千円
現金及び現金同等物 541,059千円
 

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社
の資産及び負債の主な内訳

　 　　株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開
始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額
と取得による資産（純額）との関係は次のとおり
であります。
　流動資産 118,462千円
　固定資産
　のれん

59,793千円
26,908千円

　流動負債 △117,157千円
　固定負債 △87,123千円
　株式の取得価額
　現金及び現金同等物
　差引：取得による収入

884千円
46,681千円
45,797千円

　　　　　　　　　　　―
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１　ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
　(1)リース資産の内容
　　有形固定資産
　主としてコピー機（工具、器具及び備品）でありま
す。

　(2)リース資産の減価償却方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

２　リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権
移転外ファイナンス・リース取引
　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理を採用しており、その内容は以下のとおり
であります。

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
有形固定資産

(工具、器具及び備品)

取得価額相当額 6,775千円

減価償却累計額相当額 3,571千円

期末残高相当額 3,203千円

１　ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
　(1)リース資産の内容
　　有形固定資産
　主としてコピー機（工具、器具及び備品）でありま
す。

　(2)リース資産の減価償却方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

２　リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権
移転外ファイナンス・リース取引
　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理を採用しており、その内容は以下のとおり
であります。

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
有形固定資産

(工具、器具及び備品)

取得価額相当額 ―千円

減価償却累計額相当額 ―千円

期末残高相当額 ―千円

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,164千円

１年超 2,104千円

合計 3,268千円

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 ―千円

１年超 ―千円

合計 ―千円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,735千円

減価償却費相当額 607千円

支払利息相当額 34千円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,110千円

減価償却費相当額 276千円

支払利息相当額 14千円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額
を利息相当額とし、各期への配分方法については、利
息法によっております。

利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、
項目等の記載は省略しております。

―
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(金融商品関係)

前連結会計年度　（自　平成22年1月1日　至　平成22年12月31日）

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金の状況及び金融市場の状況を鑑み、資金運用については安全性、流動性を重視し

た金融資産を所有しております。また、資金調達については安定性、経済性、機動性に配慮した手段を採用

しております。デリバティブ取引については、実施しておりません。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

当社グループの営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証

券及び投資有価証券は、主に当社グループの業務上関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス

クに晒されております。

当社グループの営業債務である買掛金及び未払金は、ほとんど1年以内の支払期日であります。また、借

入金のうち、主なものは運転資金対応のものとなります。また、長期借入金は固定金利であるため金利の

変動リスクはございません。

　
(3) 金融商品に関するリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行当に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について経理規程に基づき経理担当部署により、債権先毎に与信限度額の

設定、債権残高の期日管理の徹底、財務状況の定期的なモニタリングを行うことで滞留債権の発生防止

を図っております。

② 市場リスク（為替、金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把

握しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払が出来ないリスク）の管理

当社グループは、管理部門において各社の短期の資金繰り、資金計画を作成し、流動性リスクを管理

しております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的に算定された価

額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については以下の通りです。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。(注２をご参照くだ

さい。)

（単位：千円）

 連結貸借対照表
計上額

時価 差額

（1）現金及び預金 484,028 484,028 ―

（2）受取手形及び売掛金 1,599,273 1,599,273 ―

（3）投資有価証券
　　 その他の有価証券

118 118 ―

　資産計 2,083,419 2,083,419 ―

（1）買掛金 1,498,772 1,498,772 ―

（2）短期借入金 20,000 20,000 ―

（3）長期借入金(注) 189,736 190,698  962

　負債計 1,708,509  1,709,471 962

　　 (注)　長期借入金には、1年内返済予定の長期借入金の金額を含んでおります。

　

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券　

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債

(1) 買掛金、並びに(2)短期借入金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金

長期借入金の時価については、市場価額が無いため、元利金の合計額を、同様の新規借入を行う際に想

定される利率で割り引いて算定しております。

　

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 65,460

非上場株式等については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握す

ることが困難と認められるため、含めておりません。
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（注３） 満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
1年以内
(千円)

1年超5年以内
(千円)

5年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 484,028 ― ― ―

受取手形及び売掛金 1,599,273 ― ― ―

合計 2,083,301 ― ― ―

　

（注４） 長期借入金、及びその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額

 
1年以内
(千円)

1年超2年以内
(千円)

2年超3年以内
(千円)

3年超4年以内
(千円)

4年超5年以内
(千円)

5年超
(千円)

長期借入金 147,204 30,008 12,524 ― ― ―

合計 147,204 30,008 12,524 ― ― ―

　

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年3月10日）を適

用しております。

　

当連結会計年度　（自　平成23年1月1日　至　平成23年12月31日）

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金の状況及び金融市場の状況を鑑み、資金運用については安全性、流動性を重視し

た金融資産を所有しております。また、資金調達については安定性、経済性、機動性に配慮した手段を採用

しております。デリバティブ取引については、実施しておりません。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

当社グループの営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証

券及び投資有価証券は、主に当社グループの業務上関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス

クに晒されております。

当社グループの営業債務である買掛金及び未払金は、ほとんど1年以内の支払期日であります。また、借

入金のうち、主なものは運転資金対応のものとなります。また、長期借入金は固定金利であるため金利の

変動リスクはございません。

　

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

 70/132



　

(3) 金融商品に関するリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行当に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について経理規程に基づき経理担当部署により、債権先毎に与信限度額の

設定、債権残高の期日管理の徹底、財務状況の定期的なモニタリングを行うことで滞留債権の発生防止

を図っております。

② 市場リスク（為替、金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把

握しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払が出来ないリスク）の管理

当社グループは、管理部門において各社の短期の資金繰り、資金計画を作成し、流動性リスクを管理

しております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的に算定された価

額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

平成23年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については以下の通りです。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。(注２をご参照くだ

さい。)

（単位：千円）

　 連結貸借対照表
計上額

時価 差額

（1）現金及び預金 541,059 541,059 ―

（2）受取手形及び売掛金 1,573,804 1,573,804 ―

（3）投資有価証券
　　 その他の有価証券

110 110 ―

　資産計 2,114,974 2,114,974 ―

（1）買掛金 1,403,051 1,403,051 ―

（2）短期借入金 97,000 97,000 ―

（3）長期借入金(注) 328,933 326,287 2,645

　負債計 1,828,984 1,826,338 2,645

　　 (注)　長期借入金には、1年内返済予定の長期借入金の金額を含んでおります。
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（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券　

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債

(1) 買掛金、並びに(2)短期借入金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金

長期借入金の時価については、市場価格が無いため、元利金の合計額を、同様の新規借入を行う際に想

定される利率で割り引いて算定しております。

　
（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 37,029

非上場株式等については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握す

ることが困難と認められるため、「投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

　
（注３） 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
1年以内
(千円)

1年超5年以内
(千円)

5年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 541,059 ― ― ―

受取手形及び売掛金 1,573,804 ― ― ―

合計 2,114,863 ― ― ―

　
（注４） 長期借入金、及びその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　連結附属明細表「借入金等明細表」参照。
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成22年12月31日)

１　その他有価証券

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得価額を
超えるもの

　 　 　

株式 118 35 83

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 118 35 83

(注)　表中の取得原価は減損処理後の取得価格であります。

　

当連結会計年度(平成23年12月31日)

１　その他有価証券

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得価額を
超えるもの

　 　 　

株式 110 35 75

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 110 35 75

(注)　表中の取得原価は減損処理後の取得価格であります。

　
２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分
売却額
（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

株式 12,736 8,872 ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 12,736 8,872 ―

３　減損処理を行った有価証券

当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損 24,567千円を計上しております。

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

１．当連結会計年度における費用計上額及び科目

　　販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　12,565千円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　
平成13年５月

ストック・オプション
平成13年11月

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社従業員　26名
認定支援者　６名

当社従業員　26名

株式の種類別のストック・
オプションの数　(注)　1

普通株式　591,700株 普通株式　49,900株

付与日 平成13年５月28日 平成13年11月16日

権利確定条件 　(注)　２ 　(注)　２

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成13年５月28日
至　平成23年５月27日

自　平成13年11月16日
至　平成23年11月15日

　 　 　

　
平成17年12月

ストック・オプション
平成18年４月

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社従業員　78名

当社取締役　８名
当社監査役　３名
当社従業員　64名

株式の種類別のストック・
オプションの数　(注)　1

普通株式　234,500株 普通株式　106,500株

付与日 平成17年12月22日 平成18年４月20日

権利確定条件 　(注)　２ 　(注)　２

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成20年１月１日
至　平成22年５月31日

自　平成22年１月１日
至　平成26年12月31日

　

　
平成21年５月

ストック・オプション①
平成21年５月

ストック・オプション②

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　７名
当社従業員　36名

当社監査役　１名
当社従業員　16名
社外協力者　１名

株式の種類別のストック・
オプションの数　(注)　1

普通株式　513,372株 普通株式　76,958株

付与日 平成21年５月１日 平成21年５月１日

権利確定条件 　(注)　３ 　(注)　４

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成22年５月１日
至　平成27年４月30日

自　平成23年１月１日
至　平成28年12月31日
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平成22年５月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ス
トック・オプション①

平成22年５月
ストック・オプション②

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　７名
当社監査役　３名

当社従業員　　　　122名
当社子会社取締役　 ３名
当社子会社従業員　 20名

株式の種類別のストック・
オプションの数　(注)　1

普通株式　221,500株 普通株式　425,500株

付与日 平成22年５月12日 平成22年５月12日

権利確定条件 　(注)　５ 　(注)　５

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成24年５月13日
至　平成27年５月12日

自　平成24年５月13日
至　平成27年５月12日

　(注)　１　株式数に換算して記載しております。

　　　　２　権利行使の条件は以下のとおりです。

①新株予約権者は、新株予約権行使時において、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員の地位　

　にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年による退職の場合は、この限りではない。

②新株予約権者のうち、社外協力者は、新株予約権の行使時においても、社外協力者であること、又は当

　社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員であることを要する。

③新株予約権者の譲渡、質入れその他処分及び相続は認めない。

④その他の条件については、本総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

　「新株予約権者割当契約」に定めるところによる。

　　　３　権利行使の条件は以下のとおりです。

①新株予約権者が、新株予約権の付与時から行使時点まで、当社又は当社が発行済株式（議決権のあるも

　のに限る。）又は持分の100分の50を超える数の株式（議決権のあるものに限る。）又は持分を直接又は

　間接に保有する会社（以下、「当社の子会社」という。）の取締役、監査役、従業員、アルバイト及び

　出向者（以下、この五者を併せて「役員・社員」という。）たる地位を有していること。但し、次に掲

　げる者は、当社又は当社の子会社の役員・社員たる地位を失った後も、当社又は当社の子会社の役員・

　社員たる地位を有しているものとみなす。

ア　当社又は当社の子会社の取締役又は監査役　任期満了による退任その他これに準ずる事由により当社

　　又は当社の子会社の役員・社員たる地位を失った者

イ　当社又は当社の子会社の従業員及びアルバイト　当社の取締役会において正当な理由があると認めた

　　者

ウ　当社又は当社の子会社の出向者　出向者たる地位を失った原因が当該出向者にある場合を除き出向元

　　企業の従業員であることその他当社の取締役会において正当な理由があると認めた者

②その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによ

　る。

　　　４　権利行使の条件は以下のとおりです。

①新株予約権者が、新株予約権の付与時から行使時点まで、当社又は当社の子会社の取締役、監査役、従

　業員、社外協力者（以下、この四者を併せて「役員・社員」という。）たる地位を有していること。

　但し、次に掲げる者は、当社又は当社の子会社の役員・社員たる地位を失った後も、当社又は当社の子

　会社の役員・社員たる地位を有しているものとみなす。

ア　当社又は当社の子会社の取締役又は監査役　任期満了による退任その他これに準ずる事由により当社

　　又は当社の子会社の役員・社員たる地位を失った者

イ　当社又は当社の子会社の従業員、社外協力者　当社の取締役会において正当な理由があると認めた者

②その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによ

　る。

　　　５　権利行使の条件は以下のとおりです。

①新株予約権者は、新株予約権の行使時においても当社及び当社子会社の取締役、監査役又は従業員の地位　

　にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年による退職の場合、その他取締役会決議をもっ　　

　て特に認めた場合はこの限りではない。

②新株予約権の質入その他処分及び相続は認めない。

③その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところ

　による。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につ

いては、株式数に換算して記載しております。

　①ストック・オプションの数

　
平成13年５月

ストック・オプション
平成13年11月

ストック・オプション

権利確定前　　　　　(株) 　 　

前事業年度末 ─ ─

付与 ─ ─

失効 ─ ─

権利確定 ─ ─

未確定残 ─ ─

権利確定後　　　  　(株) 　 　

前事業年度末 291,600 2,300

権利確定 ─ ─

権利行使 ─ ─

失効 ─ ─

未行使残 291,600 2,300

　 　 　

　
平成17年12月

ストック・オプション
平成18年４月

ストック・オプション

権利確定前　　　　　(株) 　 　

前事業年度末 ― 43,000

付与 ― ─

失効 ― ─

権利確定 ― 43,000

未確定残 ― ─

権利確定後　　　  　(株) 　 　

前事業年度末 53,100 ─

権利確定 ─ 43,000

権利行使 ─ ─

失効 53,100 1,000

未行使残 ─ 42,000

　

　
平成21年５月

ストック・オプション①
平成21年５月

ストック・オプション②

権利確定前　　　　　(株) 　 　

前事業年度末 496,164 50,668

付与 ─ ─

失効 16,730 2,868

権利確定 479,434　

未確定残 ─ 47,800

権利確定後　　　  　(株) 　 　

前事業年度末 ─ ─

権利確定 479,434 ─

権利行使 ─ ─

失効 52,580 ─

未行使残 426,854 ─
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平成22年５月
ストック・オプション①

平成22年５月
ストック・オプション②

権利確定前　　　　　(株) 　 　

前事業年度末 ─ ─

付与 221,500 425,500

失効 ─ 29,000

権利確定 ─ ─

未確定残 221,500 396,500

権利確定後　　　  　(株) 　 　

前事業年度末 ─ ─

権利確定 ─ ─

権利行使 ─ ─

失効 ─ ─

未行使残 ─ ─

　

　②単価情報

　
平成13年５月

ストック・オプション
平成13年11月

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　　(円) 1,000 1,000

行使時平均株価　　　　　　(円) ─ ─

公正な評価単価　(付与日)　(円) ― ―

　 　 　

　
平成17年12月

ストック・オプション
平成18年４月

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　　(円) 758 708

行使時平均株価　　　　　　(円) ─ ─

公正な評価単価　(付与日)　(円) ― ―

　
　
　

平成21年５月
ストック・オプション①

平成21年５月
ストック・オプション②

権利行使価格　　　　　　　(円) 93 116

行使時平均株価　　　　　　(円) ─ ─

公正な評価単価　(付与日)　(円) ― ─

　

　
平成22年５月

ストック・オプション①
平成22年５月

ストック・オプション②

権利行使価格　　　　　　　(円) 174 174

行使時平均株価　　　　　　(円) ─ ─

公正な評価単価　(付与日)　(円) 61 61
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３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

（1）使用した算定技法

　ブラック・ショールズ式

（2）使用した主な基礎数値及びその見積方法

①株価変動性　61.0％

平成18年11月２日～平成22年５月７日の株価実績に基づき算定

②予想残存期間　３年５カ月

十分なデータの蓄積が無く、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使

されるものと推定して見積もっている。

③予想配当　０円/株

④無リスク利子率　0.26％

予想残存期間に対応する期間の国債の利回り

　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。
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当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

１．当連結会計年度における費用計上額及び科目

　　　販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　20,555千円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　
平成13年５月

ストック・オプション
平成13年11月

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社従業員　26名
認定支援者　６名

当社従業員　26名

株式の種類別のストック・
オプションの数　(注)　1

普通株式　591,700株 普通株式　49,900株

付与日 平成13年５月28日 平成13年11月16日

権利確定条件 　(注)　２ 　(注)　２

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成13年５月28日
至　平成23年５月27日

自　平成13年11月16日
至　平成23年11月15日

　 　 　

　
平成18年４月

ストック・オプション
平成21年５月

ストック・オプション①

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　８名
当社監査役　３名
当社従業員　64名

当社取締役　７名
当社従業員　36名

株式の種類別のストック・
オプションの数　(注)　1

普通株式　106,500株 普通株式　513,372株

付与日 平成18年４月20日 平成21年５月１日

権利確定条件 　(注)　２ 　(注)　３

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成22年１月１日
至　平成26年12月31日

自　平成22年５月１日
至　平成27年４月30日

　

　
平成21年５月

ストック・オプション②
平成22年５月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ストック・オプション①

付与対象者の区分及び人数
当社監査役　１名
当社従業員　16名
社外協力者　１名

当社取締役　７名
当社監査役　３名

株式の種類別のストック・
オプションの数　(注)　1

普通株式　76,958株 普通株式　221,500株

付与日 平成21年５月１日 平成22年５月12日

権利確定条件 　(注)　４ 　(注)　５

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成23年１月１日
至　平成28年12月31日

自　平成24年５月13日
至　平成27年５月12日
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平成22年５月

ストック・オプション②
平成23年３月

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社従業員　　　　122名
当社子会社取締役　 ３名
当社子会社従業員　 20名

当社従業員　　　　11名
当社子会社従業員　４名

株式の種類別のストック・
オプションの数　(注)　1

普通株式　425,500株 普通株式　58,000株

付与日 平成22年５月12日 平成23年２月14日

権利確定条件 　(注)　５ 　(注)　５

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成24年５月13日
至　平成27年５月12日

自　平成25年２月15日
至　平成28年２月14日

　　(注)　１　株式数に換算して記載しております。

　　　　２　権利行使の条件は以下のとおりです。

①新株予約権者は、新株予約権行使時において、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員の地位にあ

ることを要する。ただし、任期満了による退任、定年による退職の場合は、この限りではない。

②新株予約権者のうち、社外協力者は、新株予約権の行使時においても、社外協力者であること、又は当社及び

当社子会社の取締役、監査役及び従業員であることを要する。

③新株予約権者の譲渡、質入れその他処分及び相続は認めない。

④その他の条件については、本総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権者割当契約」に定めるところによる。

　　　３　権利行使の条件は以下のとおりです。

①新株予約権者が、新株予約権の付与時から行使時点まで、当社又は当社が発行済株式（議決権のあるものに

限る。）又は持分の100分の50を超える数の株式（議決権のあるものに限る。）又は持分を直接又は間接に保

有する会社（以下、「当社の子会社」という。）の取締役、監査役、従業員、アルバイト及び出向者（以下、この

五者を併せて「役員・社員」という。）たる地位を有していること。但し、次に掲げる者は、当社又は当社の子

会社の役員・社員たる地位を失った後も、当社又は当社の子会社の役員・社員たる地位を有しているものと

みなす。

ア　当社又は当社の子会社の取締役又は監査役　任期満了による退任その他これに準ずる事由により当社又は

当社の子会社の役員・社員たる地位を失った者

イ　当社又は当社の子会社の従業員及びアルバイト　当社の取締役会において正当な理由があると認めた者

ウ　当社又は当社の子会社の出向者　出向者たる地位を失った原因が当該出向者にある場合を除き出向元企業

の従業員であることその他当社の取締役会において正当な理由があると認めた者

②その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

　　　４　権利行使の条件は以下のとおりです。

①新株予約権者が、新株予約権の付与時から行使時点まで、当社又は当社の子会社の取締役、監査役、従業員、

社外協力者（以下、この四者を併せて「役員・社員」という。）たる地位を有していること。

　但し、次に掲げる者は、当社又は当社の子会社の役員・社員たる地位を失った後も、当社又は当社の子会社の

役員・社員たる地位を有しているものとみなす。

ア　当社又は当社の子会社の取締役又は監査役　任期満了による退任その他これに準ずる事由により当社又は

当社の子会社の役員・社員たる地位を失った者

イ　当社又は当社の子会社の従業員、社外協力者　当社の取締役会において正当な理由があると認めた者

②その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

　　　５　権利行使の条件は以下のとおりです。

①新株予約権者は、新株予約権の行使時においても当社及び当社子会社の取締役、監査役又は従業員の地位に

あることを要する。ただし、任期満了による退任、定年による退職の場合、その他取締役会決議をもって特に認

めた場合はこの限りではない。

②新株予約権の質入その他処分及び相続は認めない。

③その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところ

による。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につ

いては、株式数に換算して記載しております。

　①ストック・オプションの数

　
平成13年５月

ストック・オプション
平成13年11月

ストック・オプション

権利確定前　　　　　(株) 　 　

前事業年度末 ─ ─

付与 ─ ─

失効 ─ ─

権利確定 ─ ─

未確定残 ─ ─

権利確定後　　　  　(株) 　 　

前事業年度末 291,600 2,300

権利確定 ─ ─

権利行使 ― ―

失効 291,600 2,300

未行使残 ― ―

　 　 　

　
平成18年４月

ストック・オプション
平成21年５月

ストック・オプション①

権利確定前　　　　　(株) 　 　

前事業年度末 ― ―

付与 ― ─

失効 ― ─

権利確定 ― ─

未確定残 ― ─

権利確定後　　　  　(株) 　 　

前事業年度末 42,000 426,854

権利確定 ─ ─

権利行使 ― 100,380

失効 ― ―

未行使残 42,000 326,474

　 　 　
　

　
平成21年５月

ストック・オプション②
平成22年５月

ストック・オプション①

権利確定前　　　　　(株) 　 　

前事業年度末 47,800 221,500

付与 ─ ─

失効 ─ ―

権利確定 47,800 ─

未確定残 ─ 221,500

権利確定後　　　  　(株) 　 　

前事業年度末 ─ ─

権利確定 47,800 ─

権利行使 ― ─

失効 7,648 ─

未行使残 40,152 ─
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平成22年５月

ストック・オプション②
平成23年３月

ストック・オプション

権利確定前　　　　　(株) 　 　

前事業年度末 396,500 ─

付与 ─ 58,000

失効 27,500 5,500

権利確定 ─ ─

未確定残 369,000 52,500

権利確定後　　　  　(株) 　 　

前事業年度末 ─ ─

権利確定 ─ ─

権利行使 ─ ─

失効 ─ ─

未行使残 ─ ─
　
　

　②単価情報

　
平成13年５月

ストック・オプション
平成13年11月

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　　(円) 1,000 1,000

行使時平均株価　　　　　　(円) ─ ─

公正な評価単価　(付与日)　(円) ― ―

　 　 　

　
平成18年４月

ストック・オプション
平成21年５月

ストック・オプション①

権利行使価格　　　　　　　(円) 708 93

行使時平均株価　　　　　　(円) ─ 200

公正な評価単価　(付与日)　(円) ― ―

　 　 　

　
平成21年５月

ストック・オプション②
平成22年５月

ストック・オプション①

権利行使価格　　　　　　　(円) 116 174

行使時平均株価　　　　　　(円) ─ ─

公正な評価単価　(付与日)　(円) ― 61

　

　
平成22年５月

ストック・オプション①
平成23年２月

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　　(円) 174 289

行使時平均株価　　　　　　(円) ─ ─

公正な評価単価　(付与日)　(円) 61 129
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３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

（1）使用した算定技法

　ブラック・ショールズ式

（2）使用した主な基礎数値及びその見積方法

①株価変動性　63.6％

平成19年８月10日～平成23年２月10日の株価実績に基づき算定

②予想残存期間　３年６カ月

十分なデータの蓄積が無く、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使

されるものと推定して見積もっている。

③予想配当　０円/株

④無リスク利子率　0.45％

予想残存期間に対応する期間の国債の利回り

　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産 　
貸倒引当金繰入超過額 2,467千円

投資有価証券評価損 24,260千円

ポイント引当金

繰越欠損金

16,705千円

775,195千円

その他 18,709千円

繰延税金資産小計 837,338千円

評価性引当額 △837,338千円

繰延税金資産合計 ─千円

繰延税金負債 　
　繰延税金負債合計 ─千円

繰延税金資産の純額 ─千円
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産 　
投資有価証券評価損 20,737千円

ポイント引当金 14,602千円

繰越欠損金 556,653千円

その他 21,904千円

繰延税金資産小計 613,897千円

評価性引当額 △613,897千円

繰延税金資産合計 ―千円

繰延税金負債 　
　繰延税金負債合計 ―千円

繰延税金資産の純額 ―千円
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整) 　
交際費等永久に損金に算入
されない項目

7.7％

住民税均等割 3.7％

評価性引当額 △44.2％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

7.8％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記

載を省略しております。
 

 
 
 
 
 
 
 
３　法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正

　平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応

した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改

正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必

要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法

律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始

する事業年度より法人税率が変更されることとなり

ました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債

の計算に使用される法定実効税率は、一時差異等に係

る解消時期に応じて以下のとおりとなります。

　平成24年12月31日まで

　平成25年１月１日から

　平成27年12月31日まで

　平成28年１月１日以降

40.6％

38.0％

 

35.6％

　この税率の変更により、繰延税金資産及び法人税等

の金額に影響はありません。
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(資産除去債務関係)

当連結会計年度末（平成23年12月31日）

１．資産除去債務の概要

当社グループのオフィスに係る不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

２．資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を退去予定日までと見積り算定しております。なお、使用見込期間が短く、短期で決済

されるため、割引計算は行っておりません。

３．当連結会計年度における資産除去債務の総額の増減

期首残高 ―千円

見積りの変更による増加額（注１） 22,000千円

資産除去債務の履行による減少額 △22,000千円

期末残高（注２） ―千円

（注１）本社移転が決定し、原状回復義務の費用総額及び履行時期の見積りが可能となったことにより、計上し

たものであります。

（注２）賃借資産の使用期間が明確でなく、移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積

もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

　
モバイル
広告事業
(千円)

メディア
事業
(千円)

Ｅコマース
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

7,230,1631,311,259339,7918,881,214― 8,881,214

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

― 20,631 ― 20,631(20,631) ―

計 7,230,1631,331,891339,7918,901,846(20,631)8,881,214

営業費用 7,014,2741,197,494362,9298,574,699166,9988,741,697

営業利益又は営業損失(△) 215,888134,396△23,138327,146(187,629)139,516

 Ⅱ　資産、減価償却費、減
　　 損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　

　　資産 1,418,042281,08014,2311,713,354742,7322,456,087

　　減価償却費 11,73718,6371,89932,27311,97744,251

    減損損失 ― 10,821 ― 10,821 ― 10,821

　　資本的支出 1,24524,0776,23731,55912,61444,174

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品等

　　(1)モバイル広告事業・・モバイルメディアレップ、モバイル広告代理

(2)メディア事業・・・・DEmail、ターゲットリサーチ、マグスタ、ドリームメールモバイル、IQプライス、ス

ポーツマーケティング

(3)Ｅコマース事業・・・ドリームカタログ、シンデレラ・ビューティ

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(166,998千円)の主なものは、経営本部等管理

部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(742,732千円)の主なものは、余資運用資金(現金及び預

金)、管理部門に係る資産等であります。

５　減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額が含まれております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

　　本邦以外の国又は地域への売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社及び当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が可能であり、

取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。当社は、サービス別の事業本部及び子会社を置き、各事業本部及び子会社は、扱うサービス

について戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、事業本部及び子会社を基礎としたセグメントから構成されており、各セグメントの

事業内容や特徴等を勘案して集約した「モバイル広告事業」、「メディア事業」を報告セグメントとし

ております。各セグメントに属する商品・サービスの内容は以下の通りであります。

報告セグメント 属する商品・サービス

モバイル広告事業 モバイルメディアレップ、モバイル広告代理

メディア事業

DEmail、ターゲットリサーチ、マグスタ、ドリームメール

モバイル、スポーツマーケティング、スマートフォン向

けアプリケーション開発、シンデレラ・ビューティ

　

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載の方法と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高又は振替高

は、市場実勢価格に基づいております。

　

３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

連結
損益計算書
計上額
(注)２

モバイル
広告事業

メディア
事業

計

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客への売上高 7,230,1631,651,0508,881,214 － 8,881,214

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ 20,631 20,631 △20,631 －

計 7,230,1631,671,6828,901,846△20,6318,881,214

セグメント利益 305,736 252,022 557,758△418,241 139,516

その他の項目

　減価償却費

　のれん償却額

 
11,737

－

 
20,536

5,197

 
32,274

5,197

 
11,977

－

 
44,251

5,197

(注) １　セグメント利益の調整額 418,241千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３　セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなっていないた

め、記載しておりません。
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　当連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

連結
損益計算書
計上額
(注)２

モバイル
広告事業

メディア
事業

計

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客への売上高 9,225,9571,338,81010,564,767 － 10,564,767

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ 9,715 9,715 △9,715 －

計 9,225,9571,348,52610,574,483△9,71510,564,767

セグメント利益 302,299 46,703 349,002△305,624 43,378

その他の項目

　減価償却費

　のれん償却額

 
9,324

－

 
23,920

7,118

 
33,244

7,118

 
12,053

－

 
45,297

7,118

(注) １　セグメント利益の調整額 305,624千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３　セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなっていないた

め、記載しておりません。

　

　（追加情報）

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。
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【関連情報】

　当連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

デジタル・アドバタイジング・コンソー
シアム㈱

3,715,451
モバイル広告事業
メディア事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

全社消去 合計
モバイル広告事業 メディア事業

減損損失 ― ― 57,360 57,360

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

全社消去 合計
モバイル広告事業 メディア事業

当期末残高 ― 25,806 ― 25,806

(注)  のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

１  関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

種類
会社等
の名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
被所有割合
(％)

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社

デジタル・ア
ドバタイジン
グ・コンソー
シアム㈱

東京都
渋谷区

4,031
インターネッ
ト広告業

(被所有)
直接  45.7
間接   9.2

営業取引
兼任２名

イ ン タ ー
ネット広告
売上 
(注)１、２

4,226,406
受取手形
及び
売掛金

621,067

　
　
　
　
イ ン タ ー
ネット広告
仕入
(注)２、３

 
 
 
 
 
82,249

買掛金 31,219

　 　 未払金 2,774

借入金の金利

(注)４

1,268

１年内返

済予定の

長期借入

金

17,950

当社銀行借

入等に対す

る債務被保

証(注)５

53,348― ―

債務被保証

料の支払

(注)５

341 ― ―

上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、借入金等の残高は除き、期末残高には消費税等を含んで表示しており

ます。

取引条件及び取引条件の決定方針

　(注)１　デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社は、当社のメディア事業における一部広告商品の独占

的販売代理会社であり、その取引条件は、過去の取引実績等を勘案して合理的な取引条件を決定しておりま

す。

　２　インターネット広告売上及びインターネット広告仕入は、各取扱高を記載しております。

　３　取引条件は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

　４　デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社より、金銭消費貸借契約に基づき金銭の借入を行っ

ております。

　借入金の金利等の条件につきましては、契約に基づき合理的な条件を決定しております。

　５　当社の銀行機関からの借入に対して債務保証を受けており、毎月末本件債務残高×年率0.5％の保証料を支

払っております。

(イ)連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　　該当事項はありません。
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(ウ)連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社

の子会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
被所有割合
(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

同一の親

会社を持

つ会社

㈱博報堂DY
メディア
パートナー
ズ

東京都
港区

9,500広告業 ― ―

イ ン タ ー
ネット広告
売上(注)１、
２

281,177
受取手
形及び
売掛金

 

140,660

 

上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。
　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　(注)１　取引条件は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。
　　　　２　インターネット広告売上は、取扱高を記載しております。

(エ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

　 　該当事項はありません。

　
(2)　連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

（株式会社インターライド）

種類 会社等の名称 所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
被所有割合
(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社

デジタル・
アドバタイ
ジング・コ
ンソーシア
ム㈱

東京都
渋谷区

4,031
イ ン タ ー
ネット広告
業

― ―

イ ン タ ー
ネット広告
仕入(注)
１、２

432,020買掛金 91,744

上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。
　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　(注)１　取引条件は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。
　　　　２　インターネット広告仕入は、取扱高を記載しております。

(イ)連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社

　　該当事項はありません。

(ウ)連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係

　　　会社の子会社等

（株式会社インターライド）

種類 会社等の名称 所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
被所有割合
(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

同一の親

会社を持

つ会社

㈱博報堂
東京都
港区

35,848広告業 ― ―

イ ン タ ー
ネット広告
売上(注)
１、２

344,022
受取手
形及び
売掛金

247,969

同一の親

会社を持

つ会社

㈱博報堂DY
メディア
パートナー
ズ

東京都
港区

9,500広告業 ― ―

イ ン タ ー
ネット広告
仕入(注)
１、２

594,827買掛金 164,287

上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。
　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　(注)１　取引条件は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。
　　　　２　インターネット広告売上及びインターネット広告仕入は、各取扱高を記載しております。

(エ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

　　該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(１)親会社情報

　株式会社博報堂ＤＹホールディングス(東京証券取引所市場第一部に上場)

　デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社(大阪証券取引所JASDAQ(スタンダード)に上場)

(２)重要な関連会社の要約財務情報

　　該当事項はありません。
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当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

１  関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

種類 会社等の名称 所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
被所有割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社

デジタル・ア
ドバタイジン
グ・コンソー
シアム㈱

東京都
渋谷区

4,031
インターネッ
ト広告業

(被所有)
直接  45.5
間接   9.1

営業取引
役員兼任２名

イ ン タ ー
ネット広告
売上 
(注)１、２

3,712,958
受取手形
及び売掛金

675,162

イ ン タ ー
ネット広告
仕入
(注)２、３

1,078,599

買掛金 80,343

未払金 1,260

上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、借入金等の残高は除き、期末残高には消費税等を含んで表示しており

ます。

取引条件及び取引条件の決定方針

(注)１　取引条件は、過去の取引実績等を勘案して合理的な取引条件を決定しております。

　２　インターネット広告売上及びインターネット広告仕入は、各取扱高を記載しております。

　３　取引条件は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

　

(イ)連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

　

(ウ)連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社

の子会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
被所有割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

同一の親

会社を持

つ会社

㈱mediba
東京都
港区

1,035広告業 ― 営業取引

イ ン タ ー
ネット広告
売上(注)１、
２

780,205
受取手形
及び売掛金

 

102,279

 

㈱博報堂DY
メディア
パートナー
ズ

東京都
港区

9,500広告業 ― 営業取引

イ ン タ ー
ネット広告
仕入(注)２、
３

202,437買掛金 42,746

上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。
　取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注)１　取引条件は、過去の取引実績等を勘案して合理的な取引条件を決定しております。

 ２　インターネット広告売上及びインターネット広告仕入は、各取扱高を記載しております。

 ３　取引条件は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

　

(エ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

　 　該当事項はありません。
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(2)　連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

（株式会社インターライド）

種類 会社等の名称 所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
被所有割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社

デジタル・
アドバタイ
ジング・コ
ンソーシア
ム㈱

東京都
渋谷区

4,031
イ ン タ ー
ネット広告
業

(被所有)
間接　54.6

営業取引

イ ン タ ー
ネット広告
仕入(注)１、
２

701,726買掛金 132,404

上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。
　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　(注)１　取引条件は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

　 ２　インターネット広告仕入は、取扱高を記載しております。

　

(イ)連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　　該当事項はありません。

　

(ウ)連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係

　　　会社の子会社等

該当事項はありません。

　

(エ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

　　該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(１)親会社情報

　株式会社博報堂ＤＹホールディングス(東京証券取引所市場第一部に上場)

　デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社(大阪証券取引所JASDAQ(スタンダード)に上場)

　

(２)重要な関連会社の要約財務情報

　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

１株当たり純資産額 30円70銭
　

１株当たり純資産額 28円06銭
　

１株当たり当期純利益 6円52銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
 

 

6円47銭
 

 
　

１株当たり当期純損失 2円29銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在
株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるた
め、記載しておりません。

　

(注)  1 株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎
　

　
前連結会計年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) 117,566 △41,480

普通株主に帰属しない金額 (千円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 117,566 △41,480

普通株式の期中平均株式数 (株) 18,010,828 18,080,185

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額の算定に用いられた
普通株式増加数の主要な内訳
　新株予約権

（株） 147,639 ―

普通株式増加数 （株） 147,639 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれ

なかった潜在株式の概要

(新株引受権)

臨時株主総会決議日

 平成13年５月28日

(新株引受権 2,916個)

臨時株主総会決議日

 平成13年11月16日

(新株引受権　23個)

(新株予約権)

株主総会決議日

平成17年３月25日

(新株予約権　―個)

株主総会決議日

平成18年３月24日

(新株予約権　420個)

株主総会決議日

平成22年３月25日

(新株予約権　2,215個)

株主総会決議日

平成22年３月25日

(新株予約権　3,965個)

 

(新株予約権)

株主総会決議日

平成18年３月24日

(新株予約権　420個)

株主総会決議日

平成22年３月25日

(新株予約権　2,215個)

株主総会決議日

平成22年３月25日

(新株予約権　3,690個)

株主総会決議日

平成22年３月25日

(新株予約権　525個)
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１  従業員等に対するストック・オプションの付与につ

いて

　　当社は、平成23年１月28日開催の取締役会において、会
社法第236条、第238条及び239条の規定に基づき、当社
の従業員及び当社子会社の従業員に対して、ストック
・オプションとして新株予約権を発行することを決議
いたしました。
　その主な内容は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の総数

580個
(2) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

当社普通株式　58,000株
(3) 新株予約権の割当ての対象者及びその人数並び
に割り当てる新株予約権の数
当社従業員　　　　11名　540個
当社子会社従業員　４名　 40個

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価
額
　各新株予約権の行使に際して出資される財産の
価額は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に
際して交付を受けることができる株式１株当たり
の払込金額（以下、「行使価額」という。）に当該
新株予約権の目的となる株式の数を乗じた金額と
する。
　行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、
「割当日」という。）の属する月の前月の各日
（取引が成立していない日を除く。）における大
阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）における当
社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.1を乗
じた金額（１円未満の端数は切上げ）とする。
　ただし、当該金額が割当日の前日の終値（当該日
に終値がない場合、それに先立つ直近日の終値）
を下回る場合は、当該終値とする。

(5) 新株予約権の行使期間
　平成25年２月15日から平成28年２月14日までと
する。

(6) 新株予約権の行使の条件
①新株予約権の割当を受けた者（以下、「新　　　株
予約権者」という。）は、新株予約権の行使時に
おいても当社及び当社子会社の取締役、監査役
又は従業員の地位にあることを要する。ただし、
任期満了による退任、定年による退職の場合、そ
の他取締役会決議をもって特に認めた場合はこ
の限りではない。

②新株予約権の質入その他処分及び相続は認めな
い。

③その他の条件については、本株主総会及び取締
役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間
で締結する「新株予約権割当契約」に定めると
ころによる。

(7) 新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を
要するものとする。

(8) 新株予約権の割当日
　平成23年２月14日

１　ストック・オプション（新株予約権）について

　　　当社は、平成24年３月28日開催の定時株主総会におい

て、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基

づき、当社の従業員及び当社子会社の取締役、監査役

及び従業員並びに社外協力者に対し、特に有利な条

件をもって発行するストック・オプションとしての

新株予約権を発行すること及びその募集要項の決定

を取締役会に委任することにつき、決議いたしまし

た。

　　　内容の詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　

１．株式等の状況　(9)ストック・オプション制度の

内容」に記載のとおりであります。
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前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

２  ストック・オプション(新株予約権)について

　　当社は、平成23年２月14日開催の取締役会において、会
社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、以
下のとおり、ストック・オプションとして新株予約権
を発行すること並びに本件新株予約権の募集事項の決
定を取締役会に委任することにつき承認を求める議案
を、平成23年３月下旬開催予定の第14期定時株主総会
に付議することを決議いたしました。

(1) 新株予約権の目的となる株式の種類

当社普通株式
(2) 新株予約権割当の対象者
　当社の従業員及び当社子会社の取締役、監査役及
び従業員並びに社外協力者に割り当てるものとす
る。

(3) 新株予約権発行の要領
①新株予約権の目的となる株式の種類及び数
当社普通株式180,000株を上限とする。
②新株予約権の総数
　1,800個を上限とする。（新株予約権１個当たりの
目的となる株式の数は100株）

③新株予約権の価額
　金銭の払込を要しないものとする。
④新株予約権の行使に際して出資される財産の価
額
　　各新株予約権の行使に際して出資される財産の
価額は金銭とし、新株予約権の行使に際して交
付を受けることができる株式１株当たりの払込
金額（以下、「行使価額」という。）に当該新株
予約権の目的となる株式の数を乗じた金額とす
る。

　　行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、
「割当日」という。）の属する月の前月の各日
（取引が成立していない日を除く。）における
大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけ
る当社普通株式の普通取引の終値の平均値に
1.1を乗じた金額（１円未満の端数は切上げ）
とする。
　ただし、当該金額が割当日の前日の終値（当該
日に終値がない場合、それに先立つ直近日の終
値）を下回る場合は、当該終値とする。

(4) 新株予約権を行使することができる期間
割当日後２年を経過した日から５年間とする。

―
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　　該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 20,000 97,000 1.82 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 147,204 135,628 2.11 ─

１年以内に返済予定のリース債務 1,620 2,090 5.32 ─

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

42,532 193,305 2.10平成25年～平成26年

リース債務（１年以内に返済予定の
ものを除く。）

5,740 5,411 5.11平成25年～平成28年

その他有利子負債 ― ― ― ─

合計 217,096 433,435 ― ―

(注)  １  「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２  長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後5年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

　

　
1年超2年以内
(千円)

2年超3年以内
(千円)

3年超4年以内
(千円)

4年超5年以内
(千円)

長期借入金 137,064 56,241 ― ―

リース債務 2,213 2,005 1,077 115

合計 139,277 58,246 1,077 115

　

【資産除去債務明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

不動産賃貸借契約に伴う
原状回復義務

― 22,000 22,000 ―
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(2)【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　 　

第１四半期

(自 平成23年１月１日

  至 平成23年３月31日)

第２四半期

(自 平成23年４月１日

  至 平成23年６月30日)

第３四半期

(自 平成23年７月１日

  至 平成23年９月30日)

第４四半期

(自 平成23年10月１日

  至 平成23年12月31日)

売上高 (千円) 2,865,951 2,383,376 2,699,413 2,616,026

税金等調整前四半期純利益
金額又は税金等調整前四半
期純損失金額(△)

(千円) 41,666 31,081 △56,740 △51,691

四半期純利益金額又は四半
期純損失金額(△)

(千円) 40,453 29,889 △57,939 △53,883

１株当たり四半期純利益金
額又は１株当たり四半期純
損失金額(△)

(円) 2.24 1.65 △3.20 △2.98
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
　　①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 256,743 ※1
 355,892

受取手形 12,666 30,500

売掛金 ※2
 1,350,882

※2
 1,316,816

商品 1,402 －

貯蔵品 3 2,275

関係会社短期貸付金 29,041 29,041

前払費用 20,650 14,942

前渡金 14,471 8,611

未収入金 ※2
 37,866

※2
 44,455

その他 123 133

貸倒引当金 △8,701 △1,760

流動資産合計 1,715,150 1,800,908

固定資産

有形固定資産

建物 60,814 64,107

減価償却累計額 △18,797 △8,069

建物（純額） 42,016 56,038

工具、器具及び備品 154,172 160,567

減価償却累計額 ※3
 △128,542 △127,774

工具、器具及び備品（純額） 25,629 32,793

有形固定資産合計 67,645 88,831

無形固定資産

電話加入権 106 106

ソフトウエア 28,553 30,999

無形固定資産合計 28,659 31,106

投資その他の資産

投資有価証券 65,578 37,139

関係会社株式 884 884

関係会社長期貸付金 65,342 43,561

差入保証金 77,403 148,149

長期前払費用 3,190 －

破産更生債権等 123 45

その他 48 0

貸倒引当金 △123 △45

投資損失引当金 △32,327 －

投資その他の資産合計 180,119 229,734

固定資産合計 276,425 349,673

資産合計 1,991,575 2,150,581
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 ※2
 1,153,652

※2
 1,151,725

短期借入金 － ※1
 67,000

1年内返済予定の長期借入金 112,598 ※1
 87,600

1年内返済予定の関係会社長期借入金 17,950 －

未払金 63,074 ※2
 62,448

未払費用 9,109 9,169

預り金 7,111 8,622

未払法人税等 8,815 7,374

未払消費税等 18,220 38,553

リース債務 1,620 2,090

前受金 1,285 －

その他 4 3,328

流動負債合計 1,393,444 1,437,912

固定負債

長期借入金 13,352 ※1
 141,000

ポイント引当金 41,146 40,971

リース債務 5,740 5,411

固定負債合計 60,238 187,383

負債合計 1,453,682 1,625,295

純資産の部

株主資本

資本金 1,308,628 1,308,628

資本剰余金

資本準備金 530,259 530,259

その他資本剰余金 356,961 349,083

資本剰余金合計 887,221 879,342

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,564,625 △1,607,105

利益剰余金合計 △1,564,625 △1,607,105

自己株式 △105,980 △88,776

株主資本合計 525,244 492,089

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 83 75

評価・換算差額等合計 83 75

新株予約権 12,565 33,121

純資産合計 537,893 525,285

負債純資産合計 1,991,575 2,150,581
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　②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日)

売上高

モバイル広告事業売上高 ※2
 6,348,360

※2
 8,279,854

メディア事業売上高 ※2
 857,442

※2
 794,211

Eコマース事業売上高 339,791 －

売上高合計 7,545,593 9,074,065

売上原価

モバイル広告事業売上原価 5,828,050 7,727,250

メディア事業売上原価 108,898 122,750

Eコマース事業売上原価

商品期首たな卸高 26,341 －

当期商品仕入高 252,348 －

合計 278,689 －

商品期末たな卸高 1,402 －

Eコマース事業売上原価 ※1
 277,287 －

売上原価合計 6,214,235 7,850,001

売上総利益 1,331,358 1,224,064

販売費及び一般管理費

役員報酬 90,450 99,400

給与手当 478,074 508,407

法定福利費 65,818 72,210

広告宣伝費 183,655 162,296

地代家賃 83,920 85,039

支払手数料 58,151 －

減価償却費 19,706 17,022

貸倒引当金繰入額 8,025 292

その他 216,248 292,893

販売費及び一般管理費合計 1,204,050 1,237,562

営業利益又は営業損失（△） 127,307 △13,498

営業外収益

受取利息 1,906 1,727

受取配当金 31 31

業務委託料収入 ※2
 17,352

※2
 17,352

ポイント引当金戻入益 381 －

受取返戻金 165 －

その他 207 1,393

営業外収益合計 20,043 20,504

営業外費用

支払利息 4,773 4,799

その他 1,183 3,187

営業外費用合計 5,957 7,986

経常利益又は経常損失（△） 141,394 △980
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日)

特別利益

貸倒引当金戻入額 5,861 －

投資損失引当金戻入額 － 32,327

投資有価証券売却益 － 8,872

事業譲渡益 － 14,037

債務免除益 997 －

関係会社清算益 ※5
 2,530 －

有価証券受贈益 1,195 －

特別利益合計 10,585 55,237

特別損失

固定資産除却損 ※3
 995

※3
 709

関係会社清算損 ※6
 1,678 －

関係会社整理損 ※7
 30,000

※7
 3,890

投資有価証券評価損 － 24,567

関係会社株式評価損 9,999 －

減損損失 － ※4
 57,360

事務所移転費用 － 6,403

投資損失引当金繰入額 2,652 －

たな卸資産評価損 131 －

特別損失合計 45,457 92,933

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 106,522 △38,675

法人税、住民税及び事業税 3,997 3,804

法人税等調整額 － －

法人税等合計 3,997 3,804

当期純利益又は当期純損失（△） 102,524 △42,479
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【事業売上原価明細書】

モバイル広告事業売上原価明細書

　 　 　 　 （単位：千円）

　 　

前事業年度

(自　平成22年１月１日

　至　平成22年12月31日)

　

当事業年度

(自　平成23年１月１日

　至　平成23年12月31日)

　 　 　 　 　

媒体費 　 4,298,803　 5,737,838

レベニューシェア 　 131,468　 213,927

代理店手数料 　 1,383,944　 1,757,941

その他 　 13,833　 17,542

合計 　 5,828,050　 7,727,250

　

　　メディア事業売上原価明細書

　 　 　 　 （単位：千円）

　 　

前事業年度

(自　平成22年１月１日

　至　平成22年12月31日)

　

当事業年度

(自　平成23年１月１日

　至　平成23年12月31日)

　 　 　 　 　

外注加工費 　 73,557　 65,438

賃借料 　 8,325　 1,820

通信費

コマース原価
　

11,956

―
　

13,840

19,254

その他 　 15,059　 22,396

合計 　 108,898　 122,750
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　③【株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,308,628 1,308,628

当期末残高 1,308,628 1,308,628

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 530,259 530,259

当期末残高 530,259 530,259

その他資本剰余金

前期末残高 356,961 356,961

当期変動額

自己株式の処分 － △7,878

当期変動額合計 － △7,878

当期末残高 356,961 349,083

資本剰余金合計

前期末残高 887,221 887,221

当期変動額

自己株式の処分 － △7,878

当期変動額合計 － △7,878

当期末残高 887,221 879,342

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △1,667,150 △1,564,625

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 102,524 △42,479

当期変動額合計 102,524 △42,479

当期末残高 △1,564,625 △1,607,105

利益剰余金合計

前期末残高 △1,667,150 △1,564,625

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 102,524 △42,479

当期変動額合計 102,524 △42,479

当期末残高 △1,564,625 △1,607,105

自己株式

前期末残高 △105,971 △105,980

当期変動額

自己株式の取得 △8 △10

自己株式の処分 － 17,213

当期変動額合計 △8 17,203

当期末残高 △105,980 △88,776
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（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日)

株主資本合計

前期末残高 422,728 525,244

当期変動額

自己株式の取得 △8 △10

自己株式の処分 － 9,335

当期純利益又は当期純損失（△） 102,524 △42,479

当期変動額合計 102,515 △33,154

当期末残高 525,244 492,089

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 65 83

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

18 △8

当期変動額合計 18 △8

当期末残高 83 75

評価・換算差額等合計

前期末残高 65 83

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

18 △8

当期変動額合計 18 △8

当期末残高 83 75

新株予約権

前期末残高 － 12,565

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12,565 20,555

当期変動額合計 12,565 20,555

当期末残高 12,565 33,121

純資産合計

前期末残高 422,793 537,893

当期変動額

自己株式の取得 △8 △10

自己株式の処分 － 9,335

当期純利益又は当期純損失（△） 102,524 △42,479

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 12,584 20,547

当期変動額合計 115,100 △12,607

当期末残高 537,893 525,285
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 有価証券

　①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用し

ております。

(1) 有価証券

　①子会社株式及び関連会社株式

同左

 

　 　②その他有価証券

　　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法を採用しておりま

す。なお、評価差額は全部純資

産直入法により処理してお

り、売却原価は移動平均法に

より算定しております。

　②その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

　 　　時価のないもの

移動平均法による原価法を採

用しております。

　　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品

移動平均法による原価法(収益性の

低下による簿価切下げの方法)を採

用しております。

―

　 (2) 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法(収益

性の低下による簿価切下げの方法)

を採用しております。

(1) 貯蔵品

同左
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項目
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　①平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産

旧定率法を採用しております。

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　①平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産

同左

 
　②平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産

　　定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 ８～22年

工具、器具及び備品 ４～15年

また、平成19年３月31日以前に取得
したものについては、償却可能限度
額まで償却が終了した翌年から５
年間で均等償却する定額法によっ
ております。

　②平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウェア(自社利用)

　　社内における見込利用可能期間　(５

年)に基づく定額法を採用してお

ります。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

同左

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零として算定する定額法を

採用しております。

　なお、平成20年12月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借契約

に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

同左

(4) 長期前払費用

　定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用

同左
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前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えて、一

般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) ポイント引当金

　ドリームメール会員等に対し、メール

受信・アンケート回答等に関して付与

したポイントの使用により今後発生す

ると見込まれる景品交換費用等に備え

るため、当事業年度末において将来使用

されると見込まれる額を計上しており

ます。

  また、モバイルＥコマース商品購入者

に対し、今後発生すると見込まれる景品

交換費用等に備えるため、当事業年度末

において将来使用されると見込まれる

額を計上しております。

(2) ポイント引当金

　ドリームメール会員等に対し、メール

受信・アンケート回答等に関して付与

したポイントの使用により今後発生す

ると見込まれる景品交換費用等に備え

るため、当事業年度末において将来使用

されると見込まれる額を計上しており

ます。

 

 

 

 

　 (3) 投資損失引当金

　関係会社への投資に係る損失に備える

ため、当該会社の財政状況等を勘案し、

個別検討による必要額を計上しており

ます。

―

 

５　その他財務諸表作成の

　　ための基本となる重要 

    な事項

消費税等の処理方法

　税抜方式により処理しております。

消費税等の処理方法

同左

　　

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

108/132



　

【会計方針の変更】

前事業年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

─ （資産除去債務に関する会計基準等）
　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」
（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産
除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま
す。
　これによる営業損失、経常損失及び税引前当期純損失に
与える影響はありません。

【表示方法の変更】

前事業年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

─ （損益計算書関係）
　前事業年度において区分掲記しておりました「Eコマー
ス事業売上高」（当事業年度 36,610千円）及び「Eコ
マース事業売上原価」（当事業年度 19,254千円）は、事
業規模を縮小したことにより重要性が乏しくなったた
め、当事業年度より管理区分上、メディア事業に集約し、
それぞれ「メディア事業売上高」「メディア事業売上原
価」に含めて表示しております。

　 　また、前事業年度において区分掲記しておりました「支
払手数料」（当事業年度 57,352千円）は、販売費及び一
般管理費の100分の５未満となったため、当事業年度より
販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示してお
ります。

【追加情報】

前事業年度（自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

―

 

 

 

 

 

 

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は以下のとおりであります。

現金及び預金 50,000千円

計 50,000千円

　　　担保付債務は以下のとおりであります。

短期借入金 67,000千円

1年内返済予定の長期借入

金
87,600千円

長期借入金 141,000千円

計 295,600千円

※２　関係会社項目

　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

売掛金

未収入金

買掛金

 

792,272千円

37,473千円

31,225千円

 

※２　関係会社項目

　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記　　　され

たもののほか次のものがあります。

売掛金

未収入金

買掛金

808,605千円

44,455千円

81,428千円

※３　有形固定資産の減価償却累計額には減損損失累計

額が含まれております。

　　　　　　　　　　　―

 

　
　― 　４　以下の会社の金融機関等からの借入に対して、債務

保証を行っております。

　㈱インターナショナル
　スポーツマーケティング

50,000千円

　計 50,000千円
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

売上原価 927千円

※２　関係会社に係る注記

　　　関係会社に対するものは次のとおりであります。

モバイル広告事業売上高 4,871,535千円
　

メディア事業売上高

業務委託料収入

309,331千円

17,352千円

　　　　　　　　　　　―

 

 

※２　関係会社に係る注記

　　　関係会社に対するものは次のとおりであります。

モバイル広告事業売上高 5,403,716千円
　

メディア事業売上高

業務委託料収入

170,849千円

17,352千円

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　 工具、器具及び備品 328千円

　 ソフトウェア 666千円

　 合計 995千円

　 　 　

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　 工具、器具及び備品 291千円

　 ソフトウェア 418千円

　 合計 709千円

― ※４　減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失

東京都
港区

本社
事務所

建物 56,017千円

工具、器具及び備品 1,343千円

合計 57,360千円

　
 

 

 

 

 

 

 

　

　当社は、稼働資産については、主として管理会計上
の区分に基づき、グルーピングを実施しておりま
す。但し、資産の処分や事業の廃止に関する意思決
定を行った資産及び将来の使用が見込まれない遊
休資産については、個別資産ごとにグルーピングを
行っております。
　本社事務所の建物、器具及び備品については、当事
業年度において本社移転の意思決定を行い、除却す
る見込みとなったため、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失としております。
（回収可能価額の算定方法）
　当該資産の回収可能価額は、移転時までの減価償
却費相当分を使用価値として測定しております。

※５　関係会社清算益は、株式会社グリッド・ソリュー
ションズの清算結了に伴う配当金の受取によるも
のであります。

―
 

※６　関係会社清算損は、ERGO BRAINS,INC.(米国)の清算
によるものであります。

―
 

※７　関係会社整理損は、連結子会社である株式会社凸風
に対する貸付金債権放棄による損失であります。

※７　関係会社整理損は、連結子会社である株式会社凸風
に対する営業債権放棄による損失であります。
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(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度（自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数
(株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
(株）

自己株式の種類 　 　 　 　

普通株式 617,932 80 ― 618,012

合計 617,932 80 ― 618,012

(注)　 自己株式の普通株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

　

当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数
(株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
(株）

自己株式の種類 　 　 　 　

普通株式 618,012 70 100,380 517,702

合計 618,012 70 100,380 517,702

(注)１　自己株式の普通株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

　　２　自己株式の普通株式の減少は、ストック・オプションの権利行使に伴う減少であります。
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(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

1　ファイナンス・リース取引
①リース資産の内容
　有形固定資産
　主としてコピー機(工具、器具及び備品)であります。
②リース資産の減価償却の方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。
2　リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権
移転外ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理を採用しており、その内容は以下のと
おりであります。

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
有形固定資産

(工具、器具及び備品)

取得価額相当額 2,086千円

減価償却累計額相当額 1,524千円

期末残高相当額 562千円

1　ファイナンス・リース取引
①リース資産の内容
　有形固定資産
　主としてコピー機(工具、器具及び備品)であります。
②リース資産の減価償却の方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。
2　リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権
移転外ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理を採用しており、その内容は以下のと
おりであります。

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
有形固定資産

(工具、器具及び備品)

取得価額相当額 ―千円

減価償却累計額相当額 ―千円

期末残高相当額 ―千円

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 452千円

１年超 155千円

合計 607千円

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 ―千円

１年超 ―千円

合計 ―千円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 954千円

減価償却費相当額 593千円

支払利息相当額 45千円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,110千円

減価償却費相当額 276千円

支払利息相当額 14千円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

　・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

　リース資産に配分された減損損失はありませんの　

　で、項目等の記載は省略しております。

―
 

　

(有価証券関係)

前事業年度 (平成22年12月31日)

子会社株式（貸借対照表計上額884千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、記載しておりません。

　
当事業年度 (平成23年12月31日)

子会社株式（貸借対照表計上額884千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、記載しておりません。
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産 　
貸倒引当金繰入超過額 2,223千円

投資有価証券評価損 24,260千円

投資損失引当金繰入額

ポイント引当金繰入額

19,173千円

16,705千円

繰越欠損金 742,016千円

その他 31,400千円

繰延税金資産小計 835,779千円

評価性引当額 △835,779千円

繰延税金資産合計 ─千円

繰延税金負債 　
　繰延税金負債合計 ─千円

繰延税金資産の純額 ─千円
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産 　
投資有価証券評価損 20,737千円

ポイント引当金繰入額 14,602千円

株式報酬費用 12,515千円

繰越欠損金 536,852千円

その他 27,203千円

繰延税金資産小計 611,911千円

評価性引当額 △611,911千円

繰延税金資産合計 ―千円

繰延税金負債 　
　繰延税金負債合計 ―千円

繰延税金資産の純額 ―千円
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整) 　
交際費等永久に損金に算入
されない項目

18.4％

住民税均等割 3.7％

評価性引当額 △59.0％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

3.7％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失を計上しているため、記載を省

略しております。

 
 
 
 
 
 
 

３　法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正

　平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応

した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改

正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必

要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法

律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始

する事業年度より法人税率が変更されることとなり

ました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債

の計算に使用される法定実効税率は、一時差異等に係

る解消時期に応じて以下のとおりとなります。

　平成24年12月31日まで

　平成25年１月１日から

　平成27年12月31日まで

　平成28年１月１日以降

40.6％

38.0％

 

35.6％

　この税率の変更により、繰延税金資産及び法人税等

の金額に影響はありません。
 

　

次へ
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(資産除去債務関係)

当事業年度末（平成23年12月31日）

１．資産除去債務の概要

当社オフィスに係る不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

２．資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を退去予定日までと見積り算定しております。なお、使用見込期間が短く、短期で決

済されるため、割引計算は行っておりません。

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減

期首残高 ―千円

見積りの変更による増加額（注１） 22,000千円

資産除去債務の履行による減少額 △22,000千円

期末残高（注２） ―千円

（注１）本社移転が決定し、原状回復義務の費用総額及び履行時期の見積りが可能となったことにより、計上し

たものであります。

（注２）賃借資産の使用期間が明確でなく、移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積

もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

１株当たり純資産額 29円86銭
　

１株当たり純資産額 27円17銭
　

１株当たり当期純利益 5円69銭
　

１株当たり当期純損失 2円35銭
　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 5円64銭

　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在
株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるた
め、記載しておりません。
　

　 　

(注)  1 株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

　
前事業年度

(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) 102,524 △42,479

普通株主に帰属しない金額 (千円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 102,524 △42,479

普通株式の期中平均株式数 (株) 18,010,828 18,080,185

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額の算定に用いられた
普通株式増加数の主要な内訳
　新株予約権

（株） 147,639 ─

普通株式増加数 （株） 147,639 ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要

(新株引受権)

臨時株主総会決議日

 平成13年５月28日

(新株引受権 2,916個)

臨時株主総会決議日

 平成13年11月16日

(新株引受権 23個)

(新株予約権)

株主総会決議日

平成17年３月25日

(新株予約権 ―個)

株主総会決議日

平成18年３月24日

(新株予約権 420個)

株主総会決議日

平成22年３月25日

(新株予約権 2,215個)

株主総会決議日

平成22年３月25日

(新株予約権 3,965個)

 

(新株予約権)

株主総会決議日

平成18年３月24日

(新株予約権　420個)

株主総会決議日

平成22年３月25日

(新株予約権　2,215個)

株主総会決議日

平成22年３月25日

(新株予約権　3,690個)

株主総会決議日

平成22年３月25日

(新株予約権　525個)
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１  従業員等に対するストック・オプションの付与につ

いて

　　当社は、平成23年１月28日開催の取締役会において、会
社法第236条、第238条及び239条の規定に基づき、当社
の従業員及び当社子会社の従業員に対して、ストック
・オプションとして新株予約権を発行することを決議
いたしました。
　その主な内容は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の総数

580個
(2) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

当社普通株式58,000株
(3) 新株予約権の割当ての対象者及びその人数並び
に割り当てる新株予約権の数
当社従業員　　　　11名　540個
当社子会社従業員　４名　 40個

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価
額
　各新株予約権の行使に際して出資される財産の
価額は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に
際して交付を受けることができる株式１株当たり
の払込金額（以下、「行使価額」という。）に当該
新株予約権の目的となる株式の数を乗じた金額と
する。
　行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、
「割当日」という。）の属する月の前月の各日
（取引が成立していない日を除く。）における大
阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）における当
社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.1を乗
じた金額（１円未満の端数は切上げ）とする。
　ただし、当該金額が割当日の前日の終値（当該日
に終値がない場合、それに先立つ直近日の終値）
を下回る場合は、当該終値とする。

(5) 新株予約権の行使期間
　平成25年２月15日から平成28年２月14日までと
する。

(6) 新株予約権の行使の条件
①　新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予
約権者」という。）は、新株予約権の行使時にお
いても当社及び当社子会社の取締役、監査役又
は従業員の地位にあることを要する。ただし、任
期満了による退任、定年による退職の場合、その
他取締役会決議をもって特に認めた場合はこの
限りではない。

②　新株予約権の質入その他処分及び相続は認め
ない。

③　その他の条件については、本株主総会及び取締
役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間
で締結する「新株予約権割当契約」に定めると
ころによる。

（7）新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を
要するものとする。

（8）新株予約権の割当日
　平成23年２月14日

１　ストック・オプション（新株予約権）について

　　当社は、平成24年３月28日開催の定時株主総会におい

て、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づ

き、当社の従業員及び当社子会社の取締役、監査役及び

従業員並びに社外協力者に対し、特に有利な条件を

もって発行するストック・オプションとしての新株予

約権を発行すること及びその募集要項の決定を取締役

会に委任することにつき、決議いたしました。

　　内容の詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　

１．株式等の状況　(9)ストック・オプション制度の内

容」に記載のとおりであります。
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　 前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

２  ストック・オプション(新株予約権)について

当社は、平成23年２月14日開催の取締役会におい
て、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基
づき、以下のとおり、ストック・オプションとして
新株予約権を発行すること並びに本件新株予約権
の募集事項の決定を取締役会に委任することにつ
き承認を求める議案を、平成23年３月下旬開催予定
の第14期定時株主総会に付議することを決議いた
しました。

(1) 新株予約権の目的となる株式の種類
当社普通株式

(2) 新株予約権割当の対象者
当社の従業員及び当社子会社の取締役、　　　監査
役及び従業員並びに社外協力者に割り当てるも
のとする。

(3) 新株予約権発行の要領
① 新株予約権の目的となる株式の種類及び数
当社普通株式180,000株を上限とする。

② 新株予約権の総数
1,800個を上限とする。（新株予約権１個当たり

の目的となる株式の数は100株）　　　　　　　　　　　
③ 新株予約権の価額
金銭の払込を要しないものとする。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価
額
　各新株予約権の行使に際して出資される財産の
価額は金銭とし、新株予約権の行使に際して交付
を受けることができる株式１株当たりの払込金
額（以下、「行使価額」という。）に当該新株予
約権の目的となる株式の数を乗じた金額とする。
　行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、
「割当日」という。）の属する月の前月の各日
（取引が成立していない日を除く。）における大
阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）における
当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.1を
乗じた金額（１円未満の端数は切上げ）とする。
　ただし、当該金額が割当日の前日の終値（当該
日に終値がない場合、それに先立つ直近日の終
値）を下回る場合は、当該終値とする。

(4) 新株予約権を行使することができる期間
割当日後２年を経過した日から５年間とする。

―
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券) 　 　

  その他有価証券 　 　

    頓智ドット㈱ 40 7,432

    ㈱クルック 274 27,400

　　国際保険㈱ 3,000 2,197

　　㈱電通 47 110

    ㈱レッドライス 250 0

計 3,611 37,139

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  建物 60,81475,15771,86364,1078,069 5,117 56,038

  工具、器具及び備品 154,17221,56115,165160,567127,77412,749 32,793

有形固定資産計 214,98696,71887,029224,675135,84317,866 88,831

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  ソフトウェア 161,46621,24023,441159,265128,2658,483 30,999

  電話加入権 106 ― ― 106 ― ― 106

無形固定資産計 161,57321,24023,441159,372128,2658,483 31,106

長期前払費用 7,557 ― 7,557 ― ― 1,182 ―

(注) １  当期増加額のうち主なものは、以下のとおりであります。

建物 新オフィスの内装・設備工事等 53,157千円

　 旧オフィスの原状回復費用 22,000千円

工具、器具及び備品 新オフィスに係る什器備品等の購入 12,921千円

２  当期減少額のうち主なものは、以下のとおりであります。

建物 旧オフィスの内装・設備工事等 71,863千円

ソフトウェア コマース事業に係るソフトウェアの除売却 19,616千円

　

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

119/132



　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 8,824 972 6,390 1,600 1,806

投資損失引当金 32,327 ― ― 32,327 ―

ポイント引当金 41,146 2,256 ― 2,430 40,971

（注)１　貸倒引当金の減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実質率による洗替額 648千円、破産更生債権等の回収等

による取崩額 952千円であります。

２　投資損失引当金の減少額の「その他」は、子会社の財政状態改善による戻入額であります。

３　ポイント引当金の減少額の「その他」は、コマース事業の譲渡に伴う取崩額 2,430千円であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①  現金及び預金
　

区分 金額(千円)

現金 758

預金の種類 　

  普通預金 295,079

  定期預金 60,054

計 355,134

合計 355,892

　

②  受取手形

イ.相手先別内訳

相手先 金額(千円)

㈱リクルート 30,500

合計 30,500

ロ.期日別内訳

期日 金額(千円)

　平成24年１月 30,500

合計 30,500

　

③　売掛金

イ.相手先別一覧
　

相手先 金額(千円)

デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム㈱ 675,298

㈱インターライド 132,854

㈱ｍｅｄｉｂａ 102,279

㈱サイバーゼット 96,315

㈱アドサンク 48,032

その他 262,035

合計 1,316,816
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ロ.売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

前期繰越高(千円)
(Ａ)

当期発生高(千円)
(Ｂ)

当期回収高(千円)
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

1,350,8829,527,7319,561,7971,316,816 87.9 51.1

(注)  消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

④  貯蔵品

　

区分 金額(千円)

ドリームメールサイトプレゼント用商材 2,275

合計 2,275

　

⑤　差入保証金

区分 金額(千円)

アライブ美竹（新東京オフィス敷金） 71,152

南青山シティビル（旧東京オフィス敷金） 66,998

サンセンタービル（大阪オフィス敷金） 9,251

その他 748

合計 148,149

　

⑥  買掛金

　

相手先 金額(千円)

㈱ディー・エヌ・エー 296,624

Google, Inc. 171,860

㈱ミクシィ 157,568

グリー㈱ 88,355

デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム㈱ 80,343

その他 356,972

合計 1,151,725
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⑦　長期借入金

　

相手先 金額(千円)

三菱東京ＵＦＪ銀行 141,000

合計 141,000

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 毎決算期末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日
中間配当  ６月30日
期末配当  12月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

    取扱場所
(特別口座)
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  大阪証券代行部

    株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

    取次所 ―

    買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができ

ない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで

あります。

http://www.spireinc.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注)  当社は、「当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができ

ない」旨を定款で定めております。

１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　

　

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

124/132



第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　
　
２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　
(1)有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度  第14期(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)
　 平成23年３月24日
関東財務局長に提出

　 　 　 　

(2)内部統制報告書及びその添付書類
事業年度  第14期(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

　 平成23年３月24日
関東財務局長に提出

　 　 　 　

(3)四半期報告書、四半期報告書の確認書 　 　
　 第15期第１四半期(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)　 平成23年５月11日

関東財務局長に提出

　 第15期第２四半期(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)　 平成23年８月４日
関東財務局長に提出

　 第15期第３四半期(自  平成23年７月１日  至  平成23年９月30日)　 平成23年11月４日
関東財務局長に提出

(4)臨時報告書 　 　
① 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総

会における議決権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書
　 平成23年３月24日
関東財務局長に提出

② 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号
（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与
える事象）の規定に基づく臨時報告書

　 平成23年８月４日
関東財務局長に提出

③ 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総
会における議決権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書

　 平成23年９月29日
関東財務局長に提出

④ 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号
（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与
える事象）の規定に基づく臨時報告書

　 平成24年１月24日
関東財務局長に提出

⑤ 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総
会における議決権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書

　 平成24年３月28日
関東財務局長に提出

　 　 　 　

(5)臨時報告書の訂正報告書 　 　
　 訂正報告書（上記(4)②の臨時報告書の訂正報告書） 　 平成23年11月２日

関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成23年３月24日

株式会社  スパイア

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    宍    戸    通    孝    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    浜　　村　　和　　則　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社スパイアの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社スパイア及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社スパイア

の平成22年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社スパイアが平成22年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

※１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社スパイア(E05222)

有価証券報告書

128/132



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年３月29日

株式会社  スパイア

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    浜　　村　　和　　則    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    新　　村　　　　　久　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社スパイアの平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社スパイア及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社スパイア

の平成23年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社スパイアが平成23年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

※１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成23年３月24日

株式会社　スパイア

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　宍　　戸　　通　　孝　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　浜　　村　　和　　則　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社スパイアの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第14期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社スパイアの平成22年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成24年３月29日

株式会社　スパイア

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　浜　　村　　和　　則　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　新　　村　　　　　久　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社スパイアの平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第15期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社スパイアの平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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